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社会保障カード（仮称）の在り方に関する検討会  

作業班における検討状況について  

持相木七ついて、  業班における   

往工雄即章カード（仮称）〟ノ基本的な構想にl某卜j‾る鮎－，一．1‡二   しノ 作業机において「土、「   

（以卜、本文中では「裡て1こrl‡二」という）」に掲げられた．さ論点に関して、  

（j〕カードをどL／りこうに発子r・交イ、Jするか   

② 発了1∴交イ、J‾されたカーードをど〝）ように利川するか   

という2／J〝）≠項にノ〕いて、美務的な検－りを子」二／ってきたところである．ノ   

0 第7回検．㌻、J▲ニミ（4Jj22＝併＝程）では、し址ェ（カードをどのように発行・   

交イ、J－するか）についての作業班での楓㌻、相子果を報㍗し、御議．論いただいた。  

【前回作業班報告のポイント】   

・か一ド〃）発子J一▲巨体をJ■ノニ′巨け働人け二、カードの交イ、トト体をl冊町村と盤走。  

・カーート、〃〕ICチップに収録する「本人を特定する鍵となる悍川山 は、立上ユ   

たり、「案1；制度共通抑続 イlく」な香り一」又は「案2 カー一ドの識別「」を   

伏木として楓㌻、j▲J   

また、こ〝）2′射こよらないノノ策として1）KIl（竜川（」な鎚ペア及び証l甘苦）   

の什組みを川いるノノ法も検，‡寸。  

しう‾J2点〟）仮定を；肯し、た卜で、カーードの発子J＝・交付フローとして＝′＝けフ   

tト→（侶牛畔等、隼企・医療・介護の3制度のいずれ／かに初めて加入する  
首にカーードを交付する状態）と切情畔フロー（すでにづ己了」二されている保険   

，さ】1三勺羊を切り換えていく週捏）を楓丑  

1】）KI（1）11l）1i（・K（、）′I山一t・こl油111（・tll什：公開軸認証北盤）とは、公開根暗り一ん▲J・しに基づく電㍍乱品の技  

術力盈L ユリ有杓に＝、甘来観による暗［J・化（′－にJ′－一群γ－）、公開春眠こ上る復ぺ一化、公聞鍵の電了一甜け－  

rl‡を組み合わせて、ヰこ人∫卜′け）催一書一書や文王i押）改ざんゾ）千了‘プ蝋／）検知を＝う妄）（ハ   



○ 今卜れ 作業班において行った上二．記②（発行・交付されたカードをどのょうに  

利用するか）  に関する検討結果について、 以下の項l1のとおり整fり！し、報Hす  

（l）I吏療機関におけるカードの利川   

（ヨ オンラインによる医療保険資格の碓認方法   

② 医療保険賀イ糾ー－絹iのレセプトヘの自動転記   

（2）カードが利川できない状況下や現行の被保険ネ証等からカードヘ〝）  

移行期l7りの対応   

（3）隼金・介護保険の資格確認方法   

（4）隼金記録等の情報閲覧の方法   

（5）属性、保険者変更時の手続等   
① 属性、保険者‾変更時の手続   

② カード紛失時、破損時の対応力法   

③ カードの更新方法   

（6）保険者川の情紬連携の仕組み   

（7）ICチップが桝載されている媒体の利用   



【今回の検討での仮定】  

なお、ノ沖車叫1て業別における椀－りにおいては、プライバシーはパ、情剛≠ 一  

元的符理に丈卜す一ろ不′友州車ノ川伸一jされな仕組みとする繊情か了J、さLあたり 

以卜Lノ川ム王を骨㍑、て検．i、Jを7」二／つた   

l－－一－－－一－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾－ 「  

l  

（′† カ′ドぴ）ICチッソには、囲舶来険の賢格情印そのも〝）や隼仝記録等の「llf  

： 裡そのも州土収鎚亘れていないし〕（Ⅰ〔ニチップには、「本人を牛十王する鍵と  

； なる†甜ま」が収録されており、これを川いてDB写にアクセスすることを   

想、定。）   

（裳 二か一ド〝）狛l′】iには、匠娠機関の窓＝写において取畑違えが起ニ〔〕な！、よ  

うに－1j‾るため、最小限、代名、／＝ト＝＝が月′トされているJ  

笠・オンラインによる保険賢格明確認については、医癖機関等と各保険昔の   

糊で医瞭機伐聞からの甜糾恥‡忽の要求を中継する機能を持つDB（以卜▲、本   

文中では「小継DB」という）にアクセスすることで子j二うむのとする（」  

ニの中継DBは、最小限、  

本人を特定する腱となる†一日li（本人．乱川、†lf報）  

糾刷炬ノ）被保険者香り彗（各種の公費「用川串原も対象とする陽合には、  

それぞれの公理真打者番ぺ、公費相川ウ三才敵受糸合／音香り一）   

′て享を保イl▲するり  

l  

〔¢カート、のl（ニチップに収肘一る「本人を判▲＝定する鍵となる情報」をカード： l   
の券l妬こ記載した場合、制度・木人の意図しないところで名′＃一別こ使われる：  

「本人を特定する鍵となる情報」はセキュリテ：  などのリスクがl‡二7iまるため、   

できる限り姻運用：  †に優れたICチップ内にのみ収録し、  

とする 

・l り   



2 医療機関におけるカードの利用について  

医療機関等に  
第2キ〔の議論は、全ての利川者がカードを保イ】■しており、かつ、  

した環境が整備されていることをI祢堤に行ったものである。  おいてもカードに対応   

カードが利川できない状況卜や、現行の被保険者証等からカードヘの移行期間に  

おける対届こついては第こう章において述べる。   

（1）オンラインによる医療保険資格の確認方法   

○ 榔モ津沖、「医療保険に関連する現状と課題」として、  

レセプトヘの贅格情報の転記ミス、医療保険の未力け人状態での受診や資格喪  

失彼の受診等により、保険者・医療機関・審査支払機l榔こ医療費請求における  

過誤調整事凝が発／上している。   

とされている。  

このノ拓こついて、l吏療機関窓‡二二lでカードのICチップを読み似り、保険者の資   

格情報のデータベースにオンラインでアクセスし、即時資格確認を行うことで、  

手続の漏れによる医療保険に未劫1入の状態や二重劫I入の状態の発／とを容易  

に把捉することが吋能になる。  

医療機l渕の窓しlでオンラインによる即時資格確認が可能となり、医娠保険  

の資格喪失状態であることがその場で分かるため、保険者・医療機関・審査支  

払機l業Jにおける医療費の過誤調整事：務が減少する。   

とされている。  

※ オンラインによる医療保険資格の確認とは、本文においては、医痩機関  

の端末から医療保険資イ糾椚田こオンラインでアクセスし、医療機関の端末  

耐面卜に当該情報を表示させ、医療機関職員が確認する行為を言う。   

（図りオンラインによる医療保険資格の確認方法のイメージ   



（二〕け三肘力＝攻賢格Lリオンライン確認ノノナノこについては、科＝虹性、コスト、l軒久件、   

美た、匠柚矧緋二おけるオンライン炭坑照雄紳）′夫Jルり▲能件写犠々な硯ノー1－二かL、」沼i   

た「トべき要件を整理すろ必、要二があるが、作業肛二おいて「L 巨にセキュリティ   

〃）観点から、以卜〃）こう／〕〝）l要イ′卜を幣理し∴た  
なお、プライバシーーの保護の観山から、カードを性わず、医瞭構張け描，；人か   

L：〕本人椎認情用を人ノノ〆rj‾ろこと′芳の手f貨を川いてメ∵／ラインで捌糾1㍍怠を了J二う   

ことはしノないことをIl刷上とした  

巨要件】  

（主〕Ⅰ上しいカードが、直しノい持参者に。Lって利川されることが打保できること  

一之）Ⅰ仁しいで汗糾－1川まが確認できること  

（却 悪意のある／片やイくⅠ仁な機旧か〔〕の攻撃や、情報湘洩ノ榊）lトニはに対応できる   

こと  

（〕 二の■熟什を満たナノノ‘はとLては、次〝）ような車）のが考え〔Jれる。   

（参照：参考質料1）  

（け11上しい持参ネであるこトル確認  （成りすまし受．診でないかどう  かの確   

逮L  

持参昔が人力した‖轟I滴り一（PIN二）を照合するノノ法  

・持参骨の指敬や働頗常雄／日付、J川、iに上る照合を行うノノ法  

写が考え〔Jれるし、  

しかしなが「〕、 lウミ癖機関の窓tlで卜．己のノノ法に上り持参者・の確認を行うこ  

とは、  

救急医頼の場合等、照合できないことがあること   

′受仙こ‖州jがかかり窓Il業務に支障を火たす可船性があること  

暗証蕎ぺ一（PIN）の場合は忘れてしまう可能照があること  

′日本「榊iによる照合は本人を不 一致としてしまうト1J▲能件があること、ハ   

ンディキャップを持つノノヘの対応が）jり途必要となること  

等から、現／L 医療機俣「ぐ実施している本人確認以卜の措置は困難であると  

考えられる∫  

（け¶2  Ⅰ上しいカードであること〃）確認  （偽造されたカーードでないかどうかの   

盤超L   

カード券面の偽造については、ホログラム等（ノ）特殊劫圧を行い、不Ⅰ仁  

別川を防直するノブ▲はが考えられる。  

Ⅰ（ニチップの偽造については、匠糎閲卦ルか一ド読み取り端珠が、カーーード  
がl仁、1うなもぴ）かどうかを碓認することにより／ト直利川を「妨汗」一るノノ法が考  

えられるし，  

ICチッソ（ノ叫－の情灘好）偽造については、ノ「一拍之に電イ▲’洋才，を付しておき、  

これを確詔H、ることにより、イ㍉巨利川を防1卜するノブ法が考えられる。  
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② けこしい資格情報が確認できること   

真樹、ノ摘まを管即している保険ネのデータベースが何ネかによって、不正  

にアクセスされることや不1仁に若き換えられることについては、情報の登  

鎚・史新などのl仁サト′とを確保する方‾法、アクセスできる医療機関の端末を  

・い継t）Ⅰうが確認する方法、アクセスした履歴を一定期間保存しておく方法  

などの力‾法が考えられる。  

③ 悪意のある者や不」トな機器からの攻撃や† 、 ㍍阻漏洩等の事故に対応でき  るこ  

上 ＿  

カードにイ1Ⅰ三にアクセスし、カード内情報が改ざんされることや漏洩す  

ることの防l1二については、カードがlI三！チうな読み放り端末を確認するノノ法等が  

考えられる。   

・ カードから読み目した情報が改ざんされることの検知については、カー  

ド内情報に電子署名を付しておくム法が考えられる。  

カードから読み糾した情報が満洩することについては、暗ひ化する方法  

が考えられる。  

カード読み放り端末がウイルスに汚梁されること等により情報が漏洩す  

ることについては、上記対策に加え、ウイルス対策ソフトの導入、セキュ  

リティパッチの適用等の方法が考えられる。   

○ なお、Ⅰノ）KI（竜川勺な鍵ペア及び証明書）の什組みを用いて資格確認を行   

う場合、 l二述したセキュリティ対策のうち、  

・①－2については、証明書には発行者による電子署名が含まれるため、追加  

のICチップの巾の情報の偽造対策は不要となる  

・（∋については、カ山ド内情報の改ざんは笛千若名の検証によって検知される   

といったメリットがある。  

○ これらの対第を講じた上での残余リスクや課題に対して、誰がどのように対   

処するかが今後の検討課題であり、費用対効果の観点も含めて、これらを総合   

的に考慮して資格確認方法を決定する必要がある。   

○ また、技術的な課題の他に、資格取得届が提押されてから、その内容が各保   

険者のDB等に入力されるまでのタイムラグなど、カードを導入したことによ   

り新たに発／生する運用面での課題や留意すべきノ亡くもあることから、このような   

点について今後更に検討する必要がある。  

1詔   



（2）匿痴保険賢楕朝刊匪レセプト＼の＝動転fi‾山ニ／ついて  

〔コ【村村射和渕㈲、ノ用材）レセフトノ＼山＝動恒記に1いては、裡H告において、  

賢格悍描けルセソトヘ〔川′l軌転記に上り、レセプトヘの恒．手」ミスに上ろ医癖  
澤の週㍍胡照車操がなくなる   

という効果があろもれとされており、、巨りklHイト（川の医療保険被保険有明灘   

碓ぷ沌緑、J▲会（ノ十′卜川助抑某日則．∫ユ）1一女り、吏ことめによれば、隼問約！）0（）ノノ刊二発′卜  

IJている返扉レセプトぴ〕うち、約4ノ削が、1項鯨抜闇・粟ノ．ぅにおいて、被保険者   

‖l刷用肘）レセプトヘの転．…▲Jミスによる≠）のであるとされている〕   

〔〕／「車l、作業J狛こおいては、以卜〃〕せイ′卜を満たすよう、世相閑紆糾糾一日紳）レ   

セプトヘの【′‡動恒記の什射みについて検討を行ったこ〕（参照：参考賢料2）   

ニ叫1二糾みが機能するためには、さ「）に次の条件を満たす必・要があり、引き  

続き、これ〔）〝）ノ・1t二について、傾．子、Jせ進♂）る必要がある。  

医瞭機関の窓＝業務に支障を火さない速度で、レセプト転．訂情報をダウン   

ロー→ドできる上うにすること（牛引こ、J川“＝の′＝前車には、外火患首が集中す  

る傾向があることか仁」、二の叫帖仰押）窓＝業務に支障を来さないようにする必   

要がある。ユ）  

打保険署肌レセプト転記情報≠フ」－－・一マットに関するルールを設定するこ   

と  

〔－〕なお、オンラインによる脚射某険資格の碓ぶと医疲保険賢酢「綱紀）レセプト   

ヘ甘汗l軌転－；‾Lを美≠H‾るためには、以卜叫出に、保険者、医暁機関のシステム   

■整備い改修、安仝なネットワ」一クの構築等にかかる費川等の課題が存在するこ   
とから、ニの点に／〕いても、／ナ後、帆テ、ける必要がある。  
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3 カードが利用できない状況下や、現行の被保険者証等からカードへの移行期問   

の対応について  

○ ニれまで、全ての利川者がカードを保有しており、かつ、医療機関等におい   

てもカードに対応した環境が整捕捲れていることを前提として、カードの利川   

場油＝二ついて検－りを行ってきたところであるが、  

全ての利川音にカードが交付されるまでには一定の期間を要すること  

・ 全ての‡矢療機関に、カードに対応した環境が整備されるまでには一定の期  

間を要すること   

から、移行期削が存／I三する。  

○ したがって、現行の被保険者証とカードが併存する移行畑‖閏、カードに対応   

した環境が整備されている医療機関等とそうでないl矢療機関等が併存する移才f   

期間における対処方法についての検討が必要となる。   

○ また、全ての環境が整った後であっても、停電やネットワークのトラブル、  
カードの破損等により、  一時的にカードが使川できない状況や、  訪描J看護や往  

訪問診痺 診、の場合にはカードが使川できないこ   と等も想定される。  

○ 作業上附こおいては、このような移行期l田及びカードが使川できない状況下で   

の対応方法について検討を行った。（参照：参考資料4）  

（オンラインによる医療保険贋格の確認・レセプトへの自動転記について）  

○ 医療機関においては、トラブルによりカードが使川できない場合等であって   

も、何らかの形で資格確認とレセプトの作成を行わなければならず、少なくと   

も、現行の健康保険証と同等の運用が継続できる必要がある。  

また、カードに対応した環境が整備されていない医療機関の場合や往診、訪   

問診療、訪問看護の場合も同様である。  

これらのことを考えると、例えば、以Fの①及び②の場合には、下記のいず   

れか（又はその組み合わせ）での対応が考えられる。  

① カードの故障、破損等によりICチップ内の情報の読み取りができない場  

・医療保険の資格情報を記載した別紙を交付しておく。   

・カード券面（裏面を含む。）に、本人を識別し、資格確認やレセプト請求が  

可能な情報を記載しておく。  

② カードに対応した環境が幣備されていない場合（又は、読み取り端末の故   

障やネットワークやシステムが停1上二した場合）   



匠拙射如叫′雄裾潮位一記滅した別紺を交＝しておく 

か一ド赤面（裏面涛イホ｝）に、本人を．制IjL、賢精確．甘やレセプト請求が  

－－描琉≠潮せ．王城Lて紅く′J  

批ル揖詰Tの鵜情㍊木でカードを，‡11己（7州立り、捌銅板どを子」∴う 

ドが仙川できない状況においてそ）、現行の  以トリ〕ニとかし二」、移右二期削やカ｝   √1  

保闇げ材糾、I川iを記載した別紙を  を糾続するため には、   保険署ルとl■り′阜ハ運川  

に、本人を識別し、貯櫓確認やレ  か－ドみ油（裏面を含む。）  交†、卜j一ることぺ〕、  

報を．訂搬しておくといった描躍が必要となると考えられ  セブト．子一書i求がl－」▲能な情  

一、－  

しかしながL二J、別紙を交付することは交付卜体の宰務が椚えるとともに、利  

川／狛ま抑こカーードと別紙を携帯しなければならないため、利便件を損なうとい  

う而があり、また、カーードに本人．識九州、l量洞泉を．訂陳することについては、仮に、  

制度共通（ノ）統 イlく」な番り一′等を記載する場合には、制度・本人の意lズlしないとこ  

ろで名′狛封二使われるなど〝）リスクが111J；まることになる。  

上って、制度的な対応、抜術挑発による代件f段の確、l／二（携′情′品講等の携  

帯乱項川．川】）も）rTめて、上し肘l勺な対応策を更に検．言‘、ける必要がある＝  

ミ）   



4 年金・介護保険の資格確認方法  

○ 社会保険♯務所での隼金資格確認については、医療保険と同様の仕組みで行   

うこととなる。   

○ 介言酎某険の資格確認については、現在の介護保険の被保険者許はi三に  

要介護認定時の賢格確認  

ケアプラン作成時の被保険／紆「育種の確認  

（被保険者資格の有無、要介護認定区分、有効期間、限度額、審査会の意見等）  
・介護サービス利用時の被保険者の資格確認   

のために利川されている（参照：参頻劉斗5）。   

○ 医療機関における資格確認と同様、カードの射妬こは氏名、′l三咋ノ＝十のみが印   

字されており、カードのICチップには、介護保険の資格情報そのものは収録され   
ていないと仮定すると、在宅介護においては、医療保険での利用において検討を   
行った「カードの読み取り端末がない場合」に準じ、   

・ カードとは別途発行される紙により資格確認を行う  

・カード券面（裏面を含む。）に、本人を識別し、資格確認やレセプト請求が  

可能な情報を記載しておく。   

・携帯電話等の携ノ肛端末を利川した資格確認を行う   

ことが考えられる。   

○ 卜記の利用方法につき、さらにl封係者の意見を聞きつつ、検討を進めていく必   

要がある。  

1り   



につ←、て、  全記録等の情報閲覧の方法   』5  

し二〕1半金一己録Tの情報閲覧に／〕いて仁王、貼l∴一汁二おいて、ノノご上兄した場合には以卜   

のような効黒があろむのとさわている 

（「往会佃甘か一→ド（仮称）の北本的な構想に関する貼l－’．‡‡二」 上り抜粋）  

（2）隼余に‡札止一「る効り⊥  

甘利川賞‾にと∴「1ハ効果  

什七のハソコン甘か㍍榊、■J÷、安仝かつ簡便に‡rl分の隼金一；〕録を確認する  

ことができ、そ町人ー細こ疑帖が／卜じた場合には、別途、社会保悌丹二務所彗  

に照会す1ニとにより、隼企．ミ◆J紬こ対する疑情が解消される 

・ オンラインでぴ）牛仝の裁定．甘木写、隼余聞係手続が利川しやすい環境に  

なるい  

②車務両での効黒  

ユーーーザlI）・ハスワーード認証ノカぺによりイト金一チ］録を提供することについ  

、、 ユーザlI）・パスワーード発了J‾写の－j；二携イⅧLが軽減される 

（3）匿妬保険に閑適する効果  

ロ〕利川音にとっての効黒  

【γ小川勅聴情報（レセプトや特定雌診結果等）の確認を′友仝にオンライ  

ンでできるl上うになる〔＝｝   

（∠1）介．酎榔剣二関連する効果  

〔享〕利川抑ことっての効果  

【′Ⅰ分〝）介一護サービスの脚l」に係る情報をオンラインで確認できるように  

なる、）  

（5）その他の効果  

0〕利用昔にとっての効果  

子j二政機関へ（川申諸について、窓＝申請ではなぐ一志川‡．‡－1カミ子J二いやすくな  

－′     イ⊃（〕  

（例）健康保険任意継続被保険者資格取得申請等、社会保障分野の各種届出・  

小．さ†－i  

○ 本文において、隼金．チL録乍i‡のJ「■用洞慣とは、H宅等の㍊末からオンラインで   

保険署DBにアクセスし、ド†分の一「l暮f裡を端；末のl帖面上に表ホして確認すること   

及び、㌦刻吉報を取糾することを∴うこ）  

li   



○ 基本的に、隼金記鎚等の情抑脚掛二ついてもオンラインによる医療保険質格   

の確認と甘酢こ、セキュリティの観山から満たすべき酎′巨（参照：参考創斗6）  

保険贅格情報と比べて特に機微な情  があるが、年金記録やレセプト情報等は、   

【√二1宅等の㍊末においてオンラインでの本人確認を経て情幸lま隈慌  糀であるため、   

（PIN）の人ノブによるtI三三jlなカード所持者である  を‖j‾能とするならば、暗証番号   

ことの確認を踏まえることが望ましい。   

ノノ、既存の仕組みを故人限に括川し、費川対効果に優れた什組みとする観  

点から、ネットワークトでの厳格な本人確認の什組みとしては、現れ 電川］  
して認められている公的個人認  請において安全性とイ．津用件が確保された方法と   

証サービスの電子証明書を川いる方法等を検討する必要があると考えられる。  

○ また、利用ネが情報閲覧を行うとき、情報の柿矧こより、年金保険者、医療   

保険者、介護保険者に個別に直接アクセスすることは、  

・ 利川者にとっては不便であるこ と  

閲覧川データベースであっても、保険者のデータベースに直接、仙人がア   

クセスすることはセキュリティトの脅威を増大させる可能性があること   

等から望ましくなく、利用者と各保険者の間に、例えば、中継Ⅰ〕Ⅰうの機能を利  

用することで、利用者の閲覧要求をq1継する機能を持っ仕組み（ここでは、差  

し‡1］たり、「社会保障ポータル」（仮称）とする。）が必要であると考えられる。  

この社会保障ポータル（仮称）を活用して、保険者からの情報提供等が行わ   

れることとなれば、利川者の利便件はより向卜すると考えられる。  

なお、提供情報の具体的な内容については、利川者の利便性、提供情報の機   

源作を考慮し、今後検討していくこととする。   

（図2）年金記録等の情報閲覧の仕組みのイメージ  

12  
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（か「ドが利川できない状況卜や、J‥兄行の被保険署証彗からか一ドノ＼の移行期≠匪  

対応）   

隼余．鵡1し′阜ル情報閲覧に∴いては、 オンラインによる【¢頗保険紆格の確認や   

レセプトの＝動転．i▲Jと㌧一石なり、一‖川（」にカー→ドが仙川できない状況う、i‡において、   

何とLて呈）そ〃〕場でけう必要があろと は考えにくい  

したか／ノこ、例えば、ネットワ山ク坑摘■こが州糾、‾る〃）を待ってか〔〕子J∴〕、什   

会保険斗二務所写に設障する情報㍊来かけ情報を閲覧 する等のノノ法で対処できる   

車〉〃）と考えられろ、」   

口 なお、、－1然に、情報閲覧の什刺カを実現するためには、l常用を＝す糾某険者   

げ）環境幣備（閲覧川デ⊥夕べースの幣備∴「吊姉川標準化・可醐ヒ等）が必要で   

ある。  

また、レセプトのりトレ」こに／〕いては、規子冊」度〝）卜では井関ホとなるレセフト   

もあることか「〕、川肘‡勺な聞ホの什組みについて、ノ㌣後、検討が必要であるt′  

1二■；   



6 属性変更時等の手続について  

○ 今回、作業別では、  

（手 属牲、保険者変更時の手続   

② カード紛失哨、搬掛けの対応止一は   

③ カードの更新方法   

等の串務について検討を行った。（参照：参考賢料7）  

検討に当たっての前提については、これまで述べたものに力‖え、カードの交   

付t休である市町一村にはカード読み取り端末があり、中継DBにアクセスでき   

るものとして検討を行った。  

○ これらの事務のうち、特に医療保険者変更畔の手続については、   

①‡l】保険者の発行する資格喪失通知（旧医療保険者の保険昔番～‡、本人と被   

扶養者の被保険者記号番片を記載したもの：現在はない）を用いる案   

② あらかじめ、本人に本人識別情報を通知しておき、これを利用して手続を  
行う案   

③ 券面にカードの発行年ノ＝］時分秒（タイムスタンプ）を記載し、これと氏  

名・生年月日を組み合わせて川い、手続を行う案   

④ 基本4情報（住民柴との4情報）で手続を行う案   

の4案について検討を行ったが、それぞれにつき、  

①については、旧保険者が資格喪失通知を発行するという新たな軒務が発生   

する点、資格喪失通知を新保険者に提出することで前の保険者を知られること   

になるので、望まない者にとっては前の職場を推察されるという不利益をもた   

らす点について留意が必要である。   

②については、人が知覚できる形式で本人識別情袖を用いる場合には、制度・   

本人の意図しないところで名寄せに使われるなどのリスクが高まるおそれがあ   

る。   

③については、タイムスタンプは氏名・生年月日と組み合わせることで、制   
度共通の統一的な番号等とほぼ同等の精度で本人を特定することが可能になる   

が、タイムスタンプのみでは、同一のものが存在する可能性があることから、   

本人を ▲意に特定することはできないものである。   

なお、この場合、中継Ⅰ〕引こは氏名、生年月日が必要となる。   

④については、同姓同名同住所の例や外字の用い方による不突合が発生する   

吋能性がある。なお、この場合、中継ー）Ⅰうには基本4情報が必要となる。  

といった留意点があることから、これらを踏まえつつ、どのような仕組みとす   

るか、検討する必要がある。  

14   



［ラニ頂  険者問の情報連  

†侶†∴Ilては、「牛仝・医癖・介護祢制疫にぺたがる現≠と一肌臥 として、   

符制痩、祢保陳首て力【卜入賞▲を管理しており、糾度ヤ保険ネをまたがって、   

個人を同定す1二とが困難であろため、fji二拾調照1Hこ多くの車粛汗汀】．が発／卜   

しノている 

とで ヒされており、 ニソ）点に／っいて、カーードを専人するこ、   

制度や†某l恥骨を吏たがった場合でヰ、仙人を同定「ナ‾ることができるので、   

制皮l仙川井給調整写の－lミニ務須捏が畔減される 

とされているノ  

r ノ  

（二〕現在、併給調整を行うに、11たっては、各保険甘は加入首木人に対し、他据Iiり   

度での給付内容写に関する添付吉顆や明≠を求めたり、氏㌢一等の情袖をノ亡に他   

〃）保険芹等にノー払甘で問い合わせ▲たりする車務等が発牛し、加入甘木人にも保険   

狛二行不快が／卜じている。また、弄．1i某「lく」に、本来もらえるはずの給イ、j・金がもら   

えなか／ノ）たり、払わなければならない＝二ずり）保険料（納イ、J▲金）が払われなかっ   

たりする小二例が発／卜しているu  

（⊃ 作業別でけ、こうしたfj持合朋整骨二務を、卜述抑闇米「）lうを仕った保険者問の  

IIH壮連携に上り′友仝に軽減する以卜のような什糾みに／〕いて検討を子J二った。つ  

そ（川㌢，ミ、中継1）l持主被保険肯の賢格・給付情報竿を保イJ▲せず、各保険昔は、   

木人識別情辛Ii、他の保険首の管理する被保険首番号を保イJせずに、保険者一問を   

またがった力廿人音の特定を行う什組みを検討した（ノ（参照：参考質料S）  

↑後、このような仕組みを実現するに、11たっての．課越合字も踏まえ、廿体的な   

什糾みを更に検．テ、†する必要がある。  

（囲3）保険者問の情報連携の仕組みの例  中継DBは氏名と介護保険被保険者番号を  
基に、当該被保険者が   

・再守か長瞼捌鼠し乙，いること  
すや燕用ぃ小藩楳隈章一キミ  

を抽出  
く ）三↓す・ナ：－さ軽彷採ぶけHいバイ損行来し雄トン  

中継DB  

氏名  
本人識別情報  
介護保険被保険者番号  
医療保険被保険者番号  
基礎年会番号  

l’1，1漬一帯づ・－√，】＿ビ圭l   もl   

．l，1ト音蒋楳購り㌧小目音ホ ■－ニて  

を送信  
しい  

暗号化された医療保険  
被保険者番号を公開鍵で  
復号できることによリ   

．・・●・▲・・ニ■  

A介護保険者は  
l rt rjヱ  
フ キト射須料紙探桂㌫キト…  

を中継DBに送信  

、ゴ1を車云送することに  

よリB医療保険者に  

当該者の情季長を照会  

l 申終し訂iかじ」）1il／．、し  

問い合わせぐあそ－こモ  

を確認し、医療保険被保険者  

番号を基に、  
2，当該被保険壱のノ．キ控  

惰鶉巨拾け指灘  

を喜由出   

A介護保険者  B医療保険者  

氏名  
介護保検被保検者番号  
資格情報  
給付情報  

氏名  
医療保険被保険者番号  
資格情報  
給付情報  

当該者に関する情報を  

A介護保険者に回答  

川  



8 ICチップが搭載されている媒体の利用  

○ 今回、作業班においては、  

・金融機関により発行されたカード等の既に民問で発行されているICカー  

ドを媒体として利川できるか  

・既帯電話を媒体として利川できるか   

′こ引こついて車）検討を行った。   

○ これらの媒体を利用することは技術的に叶能と考えられるものの、  

媒体の提供主体ごとに媒体管即のシステムが異なり、サービスの相ノーニ越川  

怖が確保されていない。   

・携ノ甘電話等については、現在の手続を前提とした場合、媒休と本人との結  

びつきの厳格さに欠ける。  

（例：他人に成りすまして携帯電話を購入している場合）  

一般的に民間カードにおいては、カード発行者がカード所有者となってお  

り、利用者の状況によっては、カード発行者がカードを回収する等の場合が  

ある。この時、社会保障サービスを受けられなくなることが考えられる。  

等の問題点があり 、今後、更に検討が必要である。  

○ また、現在「仰ー一付から交付されているT Cカードである住民基本千川痕カード   

の利川についても、既存のカードや「‖町村が有するカードの発行基盤を利川す   

ることで費川対効果に優れた什組みとすることができると考えられることから、   

今後更に検討を進めていく必要があるが、その際には、現在の仕組みを前提と   

すると、   

・rf仰‾付をまたがる住所要項の際には住基カードの再発行が必要となること   

・住其カードは希望者に交付することになっていること   

・現在の住基カードは自治事務として市町村良が発行責任者■となっていること  

等に留意する必要がある。  

lG   



社会保障カード（仮称）の在り方に関する検討会 作業班開催結果  

【第1回】～【第6回】  

（略・第7回検討会（4月22日開催）において報告）  

【第7回】   

日時：平成20年4月23日（水）16時～18時  

【第8回】   

日時：平成20年5月16日（金）10時～12時  

【第9回】   

日時：平成20年5月22日（木）10時～12時  

【第10回】   

日時：平成20年5月27日（火）17時～19時  

【第11回】   

日時：平成20年6月3日（火）  10時～12時  

【第12回】   

日時：平成20年6月11日（水）10時～12時  

○ カードの発行・交付分科会  

【第1回】  

日時：平成20年6月24日（火）16時～18時   



〔作業班構成員〕（敬称略 50音順）  

※ 卜鰍〕‖乙成2（）隼4ノj（第7回）以降に追ノ州された切目  

ノ、ノ  ータニニ卜し  

御魚谷 武  保鯉・医痴・福祉情報セキュアネットワーク躾盤普及促  

コンソーシアム（lIドASNI二1、）甘務局次長   

根出封某険組合連合会r T推進部専任部長   
t 

号 

うーノノ  ゆさγ井／J  

行満  社川法人仁‡本薬剤師会医薬・保険課課長補佐   

≧‥／） r）へJ  

小松 文r・  独＼■／二行政法人情報処fl蛸巨進機構（lPA）  

情報セキュリティ分析ラボラトリー長   

保健lクミ療福祉情報システムⅠ二業界（JA‖IS）  

l矢療ソフトウェア安全性検討プロジェクト委員長   

千一代仰天I束艮生活部総／含窓「】課長  

rLし′ノつJノ） あきひて  

橋詰 明英  

圧ミニし  E㌧J｝ノき  

細越1I三明  

【E／′レ と   ゆ うl 

本‡Jり 祐次  東京l二業火′芋統合研究院ソリューション研究機構イノベ  

ーションシステム研究センター特任教授   

‥川l有情報政策部参事  

；三「－ノニ 〔川Fて）  

叫‾出 井  

王ノ）｛巨と  舟）き耳；  

松本 明生  横須賀「ト企画調整部情報政策課長  

十 三 プニ   主十よし  

谷内田 益義  保健医療福祉情報システムl二業界（JAIIIS）  

ICカードシステム専門委員会専門委員長   

社団法人【三l本医師会総合政策研究機構二i三任研究員  

べ）し／ノ   か「事ごひろ  

矢野  一博   

や去呈，と  JこbJいニ 

山本 隆一  東京人学人学院情幸臣苧環准教授  
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社会保障カード（仮称）の在り方に関する検討会 委員  

（平成20年7月10日現在 敬称略 50音順）  

健康保険組合連合会理事  池上 秀樹  

日本歯科医師会常務理事  稲垣 明弘  

日本薬剤師会常務理事  岩月  進  

東京大学大学院医学系研究科教授  大江 和彦  

東京工業大学大学院理工学研究科教授  座長 大山 永昭  

三鷹市企画部ユビキタスーコミュニティ  

推進担当部長  

後藤 省二  

慶應義塾大学経済学部経済学科教授  駒村 康平  

一橋大学経済研究所教授  高山 憲之  

慶應義塾大学大学院経営管理研究科教授  田中 滋  

N PO法人ささえあい医療人権センター  

COML（コムル）理事長  
辻本 好子  

日本医師会常任理事  中川 俊男  

東京大学法学部教授  樋口 範雄  

一橋大学名誉教授  堀部 政男  

読売新聞東京本社編集委員  南  砂  

東京大学大学院情報学環准教授  山本 隆一  

※ オブザーバー：関係府省   



参考資料1  

確認される側  F 確認する側  

情報の流れ ＝…－ ト  
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資格確認における脅威と対箕（1）  

（1）正しいカードが正しい持参者によって利用されることを担保できること   

要件   想定される脅威   対策   分類   残余リスク   備考   

①正しい持参者であ  借りたカード、拾った   暗証番号（P川）の   技術   ・暗証番号（PIN）を   ・受付に時間がかかり、窓口   
ることの確認   カード、盗んだカードを  

入力  忘れる場合がある。   業務に支障を来す可能性。  
使用し、他人に成りすま  ・本人が意識不明等の場合に  
して、受診される。  は、暗証番号（PIN）を入力  

耳  させることができない。  

指紋や静脈等の生体   技術   ・100％の認識率では   ・生休情報をtCチップに収録  

情報による認証  ないので、誤認識を  することとなるので、これに  

行う場合がある。  抵抗感を持つ人もいる。  

・専用の読取機が必要。  

券面情報との照合に  運用   ・券面が偽造される可  

よる本人確認  能性  

・券面情報が減ると本  

人確認の確信度が減少  

②正しいカードであ  券面が偽造されたカード  ホログラム等の券面   技術  偽造技術の向上により、   ・券面の特殊加エによリカー   

ることの確認   によって受診される。  特殊加エを施す。  特殊加エまでも偽造さ  ド価格が高くなる。  

［二互］  れる可能性がある。  

lCチップが偽造された   医療機関のカード読   技術  カード発行時にカード  ※ICカード発行機関が適切な  

カードによって受診され  み取り端末がカード  内の鍵情報が流出する   安全管理のもとにICカード発  

る0［車］   
が正当なものかどう  リスク（※）   行を行っていれば、本残余リス  

かを認証する。  クは限りなく小さくなる。  

lCチップの中の情報が偽  情報に電子署名を付   技術  カード発行時（情幸剛又  ※ICカード発行機関が適切な  

造されたカードで受診 す。  録前）の情報流出リス  安全管理のもとにICカード発  

れるo F・G  

さ  

ク（※）   行を行っていれば、本残余リス  
クは限りなく小さくなる。   

③持参者が正当な資  正当なカード所有者だが、  】Dと資格情報の正当   技術  ・オンライン認証により本人   
格を持つことの確認  不当な権利主張  性確認  確認をした後、資格確認を行  

〔二亘］  
う。  
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資格確認における脅威と対箕（2）  

（2）正しい資格情報が確認できること   

要件  想定される脅威  対策   分類  残余リスク  備考   

①資格情報の完全性  保険者のデータベース  情報登録・更新などの   技術   ・保険者による登録誤り。  

が確保されること   が何者かによって、不  

正に書き換えられる。  

G・H   

②資格情報の機密性  保険者のデータベース  ・アクセスできる医療   技術  アクセスできる医療機関を   

が確保されること   が何者かによって不正  どのように認定するか。  

にアクセスされる。  認証する。  

D・E   ・アクセス履歴を1定  技術  

期間保存する。  

等  
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資格確認における脅威と対策（3）  

（3）悪意のある者や不正な機器からの攻撃に耐えられること   

要件   想定される脅威   対策   分類   残余リスク  備考   

①カード内情報が改ざ  カードに不正にアクセスし、   一書換不要な情報は書換不可とす  技術  端末、中継DBからの鍵情報の流  
んされないこと   カード内情報が改ざんされる。  出により、端末や中継DBのなりす  

・耐タンパ性が確保された媒体を  ましが行われる可能性。  

［互］   
採用  

・カードが外部機器を認証  

カードから読み出したデータが  技術  

改ざんされる。 

〔二訂   
医療機関の端末がウイルスに  ・セキュリティパッチの適用   運用  全ての医療機関で統一的な運用  

汚染される、ソフトウェアのバ  技術  が確保されるか。  

グ等によりカード内情報が改  

ざんされる。  
t不正ソフトをインストールしないよ  

う指導  

F・G   中継DB側でカード内情報の電子  技術  

署名を検証  

②カード内情報が漏洩  カードに不正にアクセスされ、   ・耐タンパ性が確保された媒体を   技術  端末、中継DBからの鍵情報の流  

しないこと   カード内情報が漏洩する。   採用  出により、端末や中継DBのなりす  

［章二〕   

・カードが外部機器を認証  ましが行われる可能性。  

カードから読み出したデータが  技術  端末、中継DBからの鍵情報の流  

漏洩する。  出により、端末や中継DBのなりす  

F・G   ましが行われる可能性。  

医療機関職員がカード内情報  制度  

を他者に告知する等して漏洩  技術  

する○ ・アクセス履歴の保存（抑止効果）  
運用  

医療機関の端末がウイルスに  ・セキュリティパッチの適用   運用  全ての医療機関で統一的な運用  

汚染される、ソフトウェアのバ  技術  が確保されるか。  

グ等によりカード内情報が改  

ざんされる  F・G   
う指導  
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レセプトへの自動転記の仕組みのイメージ  参考資料2  

○ 資格確認の仕組みと基本的に同じ仕組み。  
○ 資格確認用にレセコン（レセプトを作成するためのコンピュータ）画面上に表示した   

資格情報がレセプトに自動的に転記される。   



レセプトに自動転記される項目  参考資料3   

【医科入院レセプトの場合】  

① 氏名  

② 性別  

③ 生年月日  

④ 保険者番号  

⑤ 被保険者証記号・番号  

⑥ 保険種別1（1：社■国、2：公費、3：後期、4：退職）  

⑦ 保険種別2（1：単独、2：2併、3：3併）  

⑧ 本人・家族（1：本入、2：六人、3：家人、7：高一、 9：高入7）  

⑨ 給付割合（10、9、8、7、 （））  

⑩ ・公費負担者番号①／公費負担者番号②  
・公費負担医療の受給者番号①／公費負担医療の受給者番号②  



参考資料4  

カードが利用できない状況下や  

現行の被保険者証等からカードへの移行期間の  
対応について   



資格確認ができない場合の対応①  

分類   ケース   対策   対策分類   

被保険者  ①カードを持ってこない  

（未受領・紛失・忘却・  

緊急時など）、  
現行の健康保険証での運用と同様の対応。   運用  

有効期限切れ  

医療保険の資格情報を記載した別紙を交付しておく。   運用  

②カードの故障  カードに、本人を識別でき、資格確認が可能な情報を記載しておく。   制度  

その他、カードの耐久性の向上等   予防   

医療機関   医療保険の資格情報を記載した別紙を交付しておく。   運用  
①カードを読み出す  

設備がない  カードに、本人を識別でき、資格確認が可能な情報を記載しておく。   制度  

（未整備、往診等）  
代替手段として携帯電話等の携帯端末での読み出し   システム  

②カードを読み出す  
医療保険の資格情報を記載した別紙を交付しておく。   運用  

設備がない（移行期）  
カードに、本人を識別でき、資格確認が可能な情報を記載しておく。   制度  

医療保険の資格情報を記載した別紙を交付しておく。   運用  

③カード読み出し  

システムの停止  
カードに、本人を識別でき、資格確認が可能な情報を記載しておく。   制度  

システムの冗長化（予備システムによる／〈ックアップ）。   予防  

④オペレーションミス   医療機関側での研修や、ミスをチェックできる仕組みを構築。   予防   

※ これらの対策をとった場合のデメリット等も踏まえ、今後、具体的な対応策を更に検討  
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資格確認ができない場合の対応②  

分類   ケース   対策   対笠分類   

ネットワーク  
（医療機関と中継  

DB間）   
医療保険の資格情報を記載した別紙を交付しておく。   運用   

中継DB   システムの停止  カードに、本人を識別でき、資格確認が可能な情報を記載しておく。   制度   

ネットワーク  
システムの冗長化（予備システムによるバックアップ）。   予防   

（中継DBと保険  

者間）   

保険者   ①資格データ  

反映までの  事後的に、現行と同様のフローで正しい保険者に再請求する。   制度・運用  

タイムラグ  

②誤操作による  操作者の研修やミスをチェックできる仕組みを構築。   運用・予防  

間違ったデータ  

反映  誤った保険者に請求した場合は、現行と同様のフローで処理する。   運用  

医療保険の資格情報を記載した別紙を交付しておく。   運用  

③システムの停止        カードに、本人を識別でき、資格確認が可能な情報を記載しておく。   制度  

システムの冗長化（予備システムによるバックアップ）。   予防  

代替システム提供（代行サービス提供等）   運用  

④保険者システム の        医療保険の資格情報を記載した別紙を交付しておく。   
未整備  

運用  

カードに、本人を識別でき、資格確認が可能な情報を記載しておく。   制度   

※ これらの対策をとった場合のデメリット等も踏まえ、今後、具体的な対応策を更に検討  

3   



現行の介護保険被保険者証に記載されている情報  参考資料5  

①被保険者の番号  

②住所、氏名のフリガナ、氏名、生年月日、性別  
③交付年月日  

④保険者番号、保険者名称及び印  

⑤要介護状態区分等  

⑥認定年月日  

⑦認定の有効期間  

⑧居宅サービス等の区分支給限度基準額及び期間  

⑨（うち種類支給限度基準額）サービスの種類及び種類支給限度基準額  

⑩認定審査会の意見及びサービスの種類の指定  

⑪給付制限の内容及び期間  

⑫居宅介護支援事業者又は介護予防支援事業者及びその事業所の名称、届出年月日  

⑱介護保険施設等の種類、名称、入所等年月日、退所等年月日  
※労災保険の介護補償給付受給者についてはその旨及び常時介護 ■随時介護の別  

※バウチャーを発行する市町村については、支給限度基準額の欄に「うちバウチャー切り   
分け欄」を設ける。   



情報閲覧における脅威と対策  参考資料6  

関係図  
‘ 

、軒一－ ［≡   

社会像■カード      ■■  

価  

■  

用者  
カード  端末  社会保β  章ポータル 各保険  

リーダ  

A本人確認  

Bサーバ正当性確認  

Cサーバ正当性確認′′カード正当性確認  

■■－■l■■llll■■1－■■■■－－111－11■■■■ll■■l■■■■■■■■■■－－－  －■■■■■■－－－1■■■■■llll■■  －－－－－－－－－－－ト  

E被保険者資格情報  
D本人識別情報    F情報表示   －11■－■lll■l｝ll■■■■■■lllllll■1－■－■■■■   －■■■t－■－■■■－  

確認される側 ＋＞  確認する側  

情報の流れ …… ト  

※利用端末がセキュリティ技術上の信頼点として必ずしも保障されない場合の一例  
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情報閲覧における脅威と対薫（り  

（り正しいカードが正しい所有書によって利用されることを担保できること   

要件   想定される脅威   対策   分類   残余リスク   備考   

①正しい所有者で   借りたカード、拾った   暗証番号（P川）の   技術   ・暗証番号（P川）を   暗証番号（P川）を忘れた場   

あることの確認   カード、盗んだカードを  忘れる場合がある。   合に思い出すためのヒントの  

使用し、他人の情報を閲  登録などのサポートが必要。  

覧する。 ［互〕   
指紋や静脈等の生体   技術   ・100％の認識率では   ・生体情報をICチップに収録  

情事酎こよる認証  ないので、誤認識を  することとなるので、これ  

行う場合がある。  に抵抗感を持つ人もいる。  

・専用の読取機が必要。   

②正しいカードで   lCチップが偽造された   端末システムもしく   技術  カード発行時にカード  ※ICカード発行機関が適切な   

あることの確認   カードを利用される。   は閲覧システムが  内の鍵情報が流出する  安全管理のもとにICカード発  

［互］   

カードを正当なもの  リスク（※）   行を行っていれば、本残余リス  

かどうかを認証する。  クは限りなく小さくなる。  

lCチップの中の情報が偽  情報に電子署名を付   技術  カード発行時（情報収  ※ICカード発行機関が適切な  

造されたカードを利用さ   す。  録前）の情報流出リス  安全管理のもとにICカード発  

れる。  ク（※）   行を行っていれば、本残余リス  

C・D  
クは限りなく小さくなる。   

③所有者が正当な   正当なカード所有者だが、  用と資格情報の   技術  ・オンライン認証により本人   

資格を持つことの  不当な権利主張（加入して  正当性確認  確認をした後、情報閲覧を認   

確認   いない制度の情報閲覧等）  める。   

耳  
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情報閲覧における脅威と対策（2）  

（2）正しい閲覧情報が確認できること   

要件  想定される脅威  対策  分類  残余リスク  備考   

①閲覧情報の完全性  保険者のデータベース  情報登録・更新などの   技術   ・保険者による登録誤り。  

が確保されること   が何者かによって、不  

正に書き換えられる。  

D・E   

②閲覧情報へのアク   閲覧情報に不正にアク  ・オンライン認証、   技術  

セスの正当性が確保  アクセス制限、履歴  

されること   

B  
証拠保存  

等   

3   



情報閲覧における脅威と対策（3）  

（3）悪意のある書や不正な機器からの攻撃に耐えられること   

要件   H F 想定される脅威   対策  ≦分類  残余リスク  備考   

①カード内情報が改ざ  カードに不正にアクセスし、   ・耐タンパ性が確保された媒体を   技術  端末、中継DBからの鍵情報の流  
んされないこと   カード内情報が改ざんされる。  出により、端末や中継DBのなりす  

・カードが外部機器を認証する。  ましが行われる可能性。  

［二亘〕   

カードから読み出したデータが  技術  

改ざんされる0 

［卓二〕   

自宅端末がウイルスに汚染さ  ・セキュリティパッチの適用   運用  全ての利用者で統一的な運用が  

れる、ソフトウェアのバグ等に  技術  確保されるか。  

よリカード内情報が改ざんされ  

る。  
う指導  

C・D   中継DB側で電子署名を検証   技術  

②カード内情報が漏洩  カードに不正にアクセスされ、   ・耐タンパ性が確保された媒体を   技術  端末、中継DBからの鍵情報の流  
しないこと   カード内情報が漏洩する。   採用  出により、端末や中継DBのなりす  

一カードが外部機器を認証する。  ましが行われる可能性。  

「了1  

カードから読み出したデータが  技術  端末、中継DBからの鍵情報の流  

漏洩する。  C・D   出により、端末や中継DBのなりす  

ましが行われる可能性。  

自宅端末がウイルスに汚染さ  －セキュリティパッチの適用   運用  全ての利用者で統一的な運用が  

れる、ソフトウェアのバグ等に  技術  確保されるか。   

よりカード内情報が改ざんされ   

る  
う指導  

C・D   4  



情報閲覧における脅威と対策（3）－2  

（3）悪意のある著や不正な機器からの攻撃に耐えられること   

要件  想定される脅威  対薫  分類ノ  残余リスク  備考   

③pINが漏洩しな  情報端末において認証  技術  

いこと  するための鍵情報が漏  

洩する。 ［亘］   
④表示された後の  残存する閲覧情報への  ・一時ファイル（キャッシュ）   運用  情報端末の場合は、全ての   

情報が漏洩しない   不正アクセス   の削除  利用者で統一的な運用が確   

こと   
・一時ファイル（キャッシュ）  技術  

保されるか。  

［二吏］  
の暗号化  自宅での閲覧の場合はこの  

脅威をリスクと感じる場合に  

は対策を実施する。   

⑤閲覧情報の機密  技術  

性を確保すること   洩する  

E・F   

5   



参考資料7  

（1） 屈性・保険者変更時の手続・カード使用方法  

① 住所変更  

② 氏名変更  

③ 医療保険者変更   

③－1旧保険者の発行する資格喪失通知を用いる案   
③－2 本人に本人識別情報を通知しておき、これを利用して手続を行う案   
③－3 券面にカードの発行年月日時分秒を記載し、これと氏名・生年月日  

を組み合わせて用い、手続を行う案   
③－4 基本4情報（住民票上の4情報）で手続を行う案  

④ 介護保険者変更  

（2） カード紛失時、破損時の対応方法  

（3） カードの更新方法   

1  



（1）① 住所変更  
lぷコ良巴遥過払適  

①転入届を提出（前提として転   

出届は提出済）  

①本人と被扶養者のカードを   

提出  

ぎ④ 住所変更の  

届出（平成23  

年4月以降は  

住基ネットから  

反映）   

‥  

交付対象者  

（被保険者・被扶養者）  



（リ 
＿ 

発行責任者  

（厚生労働大臣）  

③送達された情報  

を収録（旧カードの   

失効処理）  
②住基台帳上の4情報（旧氏名⊥   

と一致するか確認した上で、厚覚  
大臣経由で発行DBに力爛  発行DB  

（中継DB）  

⑤ 市町村の資格  

確認端末で被保   ④カード再発行  

（券面の書換）  険者番号等を読   

み出し、本人に通  医療保険者  年金保険者  

交付事務取扱者   

（市町村）  

▲
丁
・
・
 
－
 
 
 

阜
冨
 
 

……．‥……‥．．．．．．．… ・ノ  

⑧ 通知された  

被保険者番号を  

持って、氏名変  

更届の提出  

（国保は市町村  

への転入届時に  

同時になされる）  

≡   
■t■●●＝■t●■■■■■ン■  

ま  

＝＝■■■＝＝■■■■■■■■＝＝t■  

⑦ 氏名変更の  

届出（平成23  

年4月以降は  

住基ネットから  

反映）  

l■■■■●■■■■t■■■＝■－－………－－…■t■■－■■●■■t■■■■…■■■■●■■■   

① 氏名変更の原因となる届  

（婚姻届・離婚届等）を提出  

① 氏名が変わる者のカードを   

提出  

■▼▼＝…■■■■｝■■■■■■■tl■＝■■■t■■●■■■■■■■■■■  

⑥ 旧カードと引き   

換えに、カード交   

付（郵送も可？）  

交付対象者  

カードの再交付を不要  

とするために、カードの  

裏書で対応できないか。  組合健保等の場合も、市町  

村でワンストップで手続でき  

ないか。  3   

‥一   交付対象者の行動  

（被保険者・被扶養者）  



（1）⑨－1医療保険者変更 旧保険者の発行する資格喪失通知を用いる案  
甲丁叩ユやゃ1加：型土丁Ⅷモ三」1脚i咄■一－▼ 【・t一一一丁－－1－1▲→－＝－  一仁＿ 

／
・
…
：
：
：
…
圭
…
…
≡
…
；
…
．
．
 
 

発行責任者  

（厚生労働大臣）  
② 資格喪失情報を厚労大臣経由で  

発行DBに送達（保険者番号、被保  

険者記号番号をキーに被保険者を  

特定する）  

⑥被保険者記号番号を付香して  
厚労大臣経由で発行DBに送達  

（旧保険者番号、旧被保険者記  
号番号をキーに被保険者を特定  

する）  
③⑦送達された  

情報を収録  

発行DB  

（中継DB）  

新医療保険者  旧医療保険者  

現行制度上は必要のない紙を医療  

保険者に発行してもらうことが可能か。  

統一番号又はカード識別子を使わな  

いとすると、変更前の保険者番号、被  
保険者記号番号の履歴を少なくとも1  

つ保有する必要がある。  
④ 資格喪失通知（旧医療保険者の保険者  

番号、本人と被扶養者の被保険者記号番  
号を記載したもの）  

（統一番号又はカード識別子を使わないと  

すると、本通知書のようなものが必要）  

⑧被保険者番号を通知  
（本人分と被扶養者分）  

0 0  

① 資格喪失届を提出  ⑤ 資格取得届と被扶養者届を提出  

⑤ 資格喪失通知を提出  交付対象者  

（被保険者・被扶養者）  →－ 交付対象者の行動   



（1）⑨－2 医療保険者変更  本人に本人識別情報を通知しておき、これを利用して手続を行う案  
叫 1⊥‘■－ 

■■■■■■■■■■■■■■■■●暮■■■■■＝＝－＝＝＝＝…■●t■‥■●●‥■‥‥■■■■＝■■■－……＝＝＝＝■■■－  

（課題）  

人が知覚できる形式で本人識別情  

報を用いる場合には、個人情報の  
マッチングに使用されるおそれが  

ある。  

① 資格喪失届を提出  ④ 資格取得届と被扶養者届（新たに  

本人識別情報の入力欄を設け、転記  

する）を提出。  
交付対象者  

（被保険者・被扶養者）  
一 交付対象者の行動  

5   



（1）⑨－3医療保険者変更 券面に発行年月日時分秒を記載し、氏名、生年月日と組み合わせて用い、手続を行う案  
御亨竺竺、ロム二□■■■■；uコザt卿■ 

●◆  

（課題）   

タイムスタンプを氏名、生年月日  
と組み合わせて用いれば、本人識別  
情報とほぼ同じ効果を持つため、同  
様に個人情報のマッチングに使用さ  

れるとの懸念がある。  

④ 資格取得届と被扶養者届（発行年   

月日時分秒をカードから転記）を提出。  
① 資格喪失届を提出   

交付対象者  

（被保険者・被扶養者）  



（1）⑨－4 医療保険者変更  基本4情報（住民票上の4情報）で手続を行う案  
JJT‘・、．1－－ ▲」l●．♪亡■■膚「∵ト－．ヽ1．■IT．一‾ユーlこぷでi．可W・．∴†，ごてニュ屯∴．、皿ヨLご⊥血 

（課題）  

基本4情報で個人を特定する場合、  
外字の用い方や同姓同名同住所の  
例などが原因で不突合が起きる可  

能性がある。  

④ 資格取得届と被扶養者届（住民票  

上の基本4情報を記述を必須とする）  

を提出  

① 資格喪失届を提出  

交付対象者  

（被保険者■被扶養者）  
● 交付対象者の行動  

7   



（1）④ 介護保険者変更  

発行責任者  

（厚生労働大臣）  
⑥被保険者番号を付香して厚労  
大臣経由で発行DBに送達  

（旧保険者番号、旧被保険者番号  
をキーに被保険者を特定する）  

②資格喪失情報を厚労大臣経由  
で発行DBに送達（保険者番号、被  
保険者番号をキーに被保険者を特  

③⑦送達された  
定する）  

情報を収録  

発行DB  

（中継DB）  
車云入市町村  転出市町村  

統一番号又はカード識別子を使わ  

ないとすると、変更前の保険者番号、  

被保険者番号の履歴を少なくとも1  

つ保有する必要がある。  

現行制度上は必要のない紙を介護  

保険者に発行してもらうことが可能か。  

④ 資格喪失通知（旧介護保険者の保険  

者番号、被保険者番号を記載したもの）  
（統一番号又はカード識別子を使わないと  

すると本通知書のようなものが必要）  ⑧ 被保険者番号を通知  

⑤ 転入届（資格取得届）を提出  

⑤ 資格喪失通知を提出  

① 転出届（資格喪失届）を提出   

交付対象者  

（被保険者一被扶養者）  



（2）カード紛失時・破損時の対応方法  

仙山叫 交付対象者の行動  

9   



（3）カードの更新  
L⊥止」こ」⊥▲ユニこb」⊥．⊥⊥胤」・・、■l・、 、  

●●■■■＝＝＝…＝＝＝…■■■……■■………■…■■……■■■…■……■■■■   

◆●●   

発行責任者  

（厚生労働大臣）  

④カード更新  処理  ③住基台帳上の4情報と  
一致するか確認した上で、  
厚労大臣経由で発行DBに、  
資格確認端末で読み出し  

た本人識別情報又は4情  

発行DB  

（中継DB）  

報を送達  認証局  ①カード更新時期  

の案内送付（住所地  

の市町村に再発行手  

繰を行うような案内と  

更新申請書などを  

いっしょに送付）  

⑤カード  

再発行  

⑦ 公的な個人認証の電  

子証明書（※）を発行  
交付事務取扱者   

（市町村）  
案内が届かない  

場合どうするか。  
⑥ 公的な個人認証の電子証  
明書（※）の発行を申請  

・
●
I
 
 

■tt▼■■■■■t■■■＝＝■●■●■■■●■■●■■■■■■■■●■■●■■■■■■■■■■t■●tt■■■■■■■■■■■■■■■■■■＝■■■■■■●■■■■■■■■●tt■■■■■tt  

⑧ 旧カードと引き換えで  

電子証明書を載せた  

新カードを交付  

② カード再発行申請書提出（発行責任者宛）  

② 公的な個人認証の電子証明書（※）の発  

行申請提出（都道府県知事宛）  

② 旧カードを提出  

※ オンライン認証用途を  

持たせたもの  
交付対象者  

（被保険者一被扶養者）   



参考資料8  
保険者間をまたがった資格■給付調整の実現方法について（案）   

（資格t給付調整に当たっての課題）  

○ 現行制度において、各保険者は資格■給付調整を行うに当たり、加入者本人に対し他の制度で   
の給付内容等に関する添付書類の提出を求めたり、氏名等の情報を元に他の保険者等に電話で   
問い合わせたりする事務等が発生し、加入者にも保険者にも不便が生じている。  

○ また、結果的に、本来もらえるはずの給付金がもらえなかったり、払わなければならないはずの   
保険料（納付金）が払われなかったりする事例が発生している。  

算療養真の受給手続   

→ 加入者は、まず介護保険者に申請して証明書の交付を受け、それを添付してさらに医療保険者に申請  
する必要があり、加入者にも保険者にも手間がかかっている。   

医療保険者  

（健保組合など）  

※医療保険、介護保険両方で自己負担額の比率に応じて支給  
1   



例2：出産育児一 時金の支給調整  

→被保険者期間が1年以上あれば医療保険の被保険者資格を喪失後6ケ月以内に出産し   

た場合でも出産育児一時金の給付を受けられるが、喪失後別の医療保険者に移っていた   
場合は、異動後の保険者からも出産育児一 時金の給付を受けられる（ただし、重複受給は   
不可）。  

1年以上の被保険者期間   月じ内      6ケ 辻   

保険者異動  出産日  

→如虚像組合lこもB市国民健康保険 lこも出産育児二 時金の給他車晶  

が亘藍。現状ではA健保組合が申請を受けた場合、重複して支給を行わないよう、申請   
書の住所情報等を元にB市国民健康保険に電話で問い合わせる等の対応を行ってい   

る。また、他の健保組合の被保険者、被扶養者になっている場合など、異動後の保険   
者が分からないこともあり、支給調整事務に手間がかかっている。  

2   



○ 例1、靭事務負担・非効率を低減するには  
三組と各 

A介護保険者  B医療保険者  

厚労太βさんの   健保≠子さんの  厚労太郎さんの   健保一十 んの  
介護保険情報   介護保険情報  医療保険情報  医療保険情報  

番号 番号 否号巷 憬  

氏 寺 氏 宝 

艮 ・朝 

報 

てここ：          同一人物つ  

卦
 
ハ
ぺ
．
●
仙
～
 
偶
○
 
ロ
 

度
 
 
保
 
 

険者、B医療保険者には、共に「厚労太郎さん」、「健保花子さん」という加入者が存在し、保険   又  

者ごとに異なる被保険者番号で管理されているが、A介護保険者に加入する「厚労太郎さん」とB医療保   

険者に加入する「厚労太郎さん」が同一人物かはお互い分からない。  

○ このため、各保険制度においては法令上、保険者は資格・給付調整のために、①加入者本人に資料   
の提出を求めることができる、②他の保険者等に資料提供を求めることができる等の規定がおかれてい   

るものの、どの保険者に属しているのかや、同一人物なのか（同姓同名の可能性もある）の確認を行うこ   

とが難しい。  

3   



○ 作業班では、中継DB（仮称）が最小限保有する情報として、氏名、本人を識別する鍵となる情   

報（本人識別情報）及び各保険制度の被保険者番号等（履歴を含む。）を仮定し、保険者間をま   
たがった加入者の特定を行う方法を検討した。  

○ 誰が何を知っていていいか、情報の保有ポリシーについて関係者間の合意がないことから、  

① 中継DB（仮称）は被保険者の資格・給付情報等 は保有しないこと、  

② 各保険者は加入者の本人識別情報及び他の保険者の管理する被保険者番号を  
保有しないことを前提とした運用を検討する（下図参照）。  

称）・各保険者が保有しない運   

用を前提に次頁以降の検討を   

行った。  

※ 仮にこれらの情報を中継DB・各   

保険者が保有するとすれば、当該   

情報を元に資格・給付調整を行う   

ことで足りる。  

4   



保険者問をまたがった資格・給付調整の実現方法例（案）   

年金保険  

被保険者番号  
123456  

1246246 

本人識別情報は「制度共通の統一的  
な番号」、「カードの識別子」又は「電  
子的な鍵ベア」を想定しており、本資  
料での記号に意味はない。  

①A介護保険者は情報を入手したい人物厚労太郎さんに関する   

氏名と被保険者番号「1234－567890」を中継DBに送信  

② 中継DBは、氏名と被保険者番号「1234－567890」を基に、当該   

被保険者が   

・B医療保険者に属していること   

・その医療保険者の被保険者番号「港いろは1234」   

を抽出  

③ 中継DBは、   

・B医療保険者に属していること   

・B医療保険者の秘密鍵で暗号化した被保険者番号   

（「港いろは1234」→「☆2●Q▲m9」。B医療保険者のみ  
が復号可能）   

をA介護保険者に送信   

④A介護保険者は③をB医療保険者に転送して、厚労太郎さんの   

情報を照会  

⑤ B医療保険者は公開鍵で被保険者番号「☆2●Q▲m9」を復   
号化（「港いろは1234」）できることにより、中継DBを介した正   

当な問い合わせであることを確認し、A介護保険者に厚労太郎さ   

んに関する情報を回答  

被保険者番号   

を暗号化  
氏名：厚労太郎  

医療保険者：？  

番号：1234－567890  
氏名：厚労太郎  

医療保険者：B  

番号：☆2●Q▲m9  

○ 本人の同意がない、又は法令上認められていない情   

報連携が行われることを抑止するため、卓塵旦旦盈巷   
像陰畳上⊆Z乏土星旦竺を盈ヒゝ＿杢人が確認できるも   

のとすることが重要。  

※ 本人の同意を得て、又は、法令上に規定がある主体間、情報（（例）医療保険   

と介護保険の給付調整のための情報等）についてのみ行うことを想定（個人   

情報保護法制の枠内で運用）   

※ ③については、中継DBからB医療保険者に直接問い合わせ内容を通知する   

及び（又は）⑤について、中継DBを経由してB医療保険者からA介護保険者   

に回答する等の方法もあり得る。  

5   



中継DB（仮称）を使った保険者間情報連携の適用例案（1）  

の受給手続（案）  額介護合算療養費  

① 介護保険者（市区町村）は、毎年度各介護保険受  
給者について中継DB（仮称）に所属医療保険者を  

問い合わせ   

② 中継DBは受給者の所属医療保険者名と暗号化し  

た医療保険被保険者番号を送信   

③ 介護保険者は所属医療保険者に対し、暗号化され  
た医療保険被保険者番号を元に、介護保険給付の  
自己負担植を伝達するとともに、医療保険者からの   
高額介護合算療養真の支給額を問い合わせ   

④ 医療保険者は介護保険者に高額介護合算療養費  

の支給（予定）額を回答   

⑤ 介護保険者・医療保険者は社会保障ポータル（仮   

称）等を通じて受給者に高額介護合算療養費が支  

給されること及び支給予定額をお知らせ   

⑥ 受給者は、電子申請（又は書面申請）により、介護   

保険者・医療保険者に支給申請（添付書類は不要）  
※医療保険、介護保険両方で自己負担額の比率に応じて支給  

※上記の実現には、介護保険法の手続規定（現行では、最初に受給者からの申請が必要とされている）等の改正が必要。  6   



中継DB（仮称）を使った保険者間情報連携の適用例案（2）  

例2：出産育児「 睦金の支給調整  

（手 申請者は医療保険者Aに出産育児一時金の支給を申  
壬生  
計日   

② 申請を受けた医療保険者Aは、申請者の同意の上で、  

中継DB（仮称）に申請者の異動前の（又は異動後の）  

所属医療保険者を問い合わせ   

③ 中継DBは医療保険者Aに異動前の（又は異動後の）  

所属医療保険者名（B）と暗号化した医療保険被保険  

者番号を送信   

④ 医療保険者Aは医療保険者Bに対し、暗号化された医  

療保険被保険者番号を元に、申請者に対して出産育  

児一時金を支給状況を問い合わせ   

⑤ 医療保険者Bは医療保険者Aに支給の有無を回答   

⑥支給調整が必要なければ、医療保険者Aは申請者に  

出産育児一時金を支給  

○ 上記のほか、将来的には、社会保障における様々な局面での活用が考えられる。  

7   



社会保障カード（仮称）の基本的な構想に関する報告書  

本検討会報告害につい   

社会保障分野における！Cカードの活用については、「lT新改革戦略」（平  

成18年1月19日 IT戦略本部）及び「重貞計画一2006」L、（平成18  

年7月26日 仁下敷略本那）において、医療・年金・介護等の公共分野にお  

けるCカードの活用について2007年夏までに検討し、宗吾論を得ることと  

されたことを受け、厚生労働省において、平成18年4月に保健医療福祉情報  

化会議■の下に「lCカードの在り方に関する部会」を設置し、検討が重ねられ  

てきた。   

また、平成19年3月16ヨに開催された経済月オ政諮問会議において、「医  

療・介護サービスの「質向上・効率化」プログラム（仮称）のメニューについ  

て」‘として、「健康ITカード（仮称）の導入構想」が厚生労働省より発表され、  

その後、同年5月15日に厚生労働省が策定した「医療・介護サービスの質向  

上・効宰化プログラム」「’において、平成19年内を目途に、社会保障分野全体  

を視野に入れた検討を行い、結論を得ることとされた。なお、同年4月25日  

開催の経済財政語間会議で決定された「成長力加速プログラム」及び同年6月  

19日に閣喜義決定された「経済財政改革の基本方針2007」ト（いわゆる「骨  

太の方釜†2007」）においても、同内容が盛り込まれている。   

一方、このような中、同年7月5日に政府・与党が取りまとめた「年金記録  

に対する信頼の回復と新たな年金記録管理体制の確立について」1こおいて、「今  

後、年金の記録を適正かつ効宰的に管理するとともに、常にその都度国民が容  

易にご自身の記録を管理でき、年金の支給漏れにつながらないようにするため、  

年金記録の在り方を抜本的に見直す」こととされており、その一環として、社  

会保障カード（イ反称）を平成23年度中を目途に導入することとされたところ  

である。   

社会保障カード（仮称）の  

基本的な構想に関する報告書  
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また、同月26日にIT戦略本部が決定した「重点計画－2007」Rにおい  

ては、年金手帳や健康保険証、更には介護保険証としての役割を果たす社会保  

障カード（仮称）を平成23年庭中を目途に導入することを目指し、システム  

基本構想等について検討を行い、平成「9年内を目途に結論を得ることとされ  

ている。   

以上を踏まえ、同年9月に、本検討会が設置され、社会保障カード（仮称）  

の導入に向けて、まずは、当該カードに係る基本的な制度設計等について検討  

を行うこととされた。   

これまで、同検討会を6臥作業部会を4回開催し、そこでの議論を踏まえ、  

ここに、社会保障カード（仮称）に関する基本的な構想についての検討会報告  

書を取りまとめたものである。  

－2 毒手的衰え和   

人口減少と急速な少子高齢化により、生産年齢人口の減少や年金・医療・介  

護といった社会保障サービスの利用者の増加が見込まれている中で、質の高い  

サービスを効率的・効果的かつ安全に提供していくことが求められている。   

このため、目覚しく進歩する情報通信技術を活用し、利用者が年金・医療・  

介護といった社会保障分野のより良いサービスを安心して利用できる社会を実  

現し、持続的で利用者に信頼される社会保障制度を構築することが必要である。  

社会保障カード（仮称）の導入は、こうした社会を実現するための重要な取組  

であり、その基本的な構想については、以下の4つの考え方に基づき検討を行  

ってきたところであるが、今後、この方向に沿って検討を進めていく。   

（1）まずは、年金、医療、介護分野を対象に本カードを導入し、利用者の利  

便性を向上させることとするが、将来的には、ICカードの特性を活かし  

て、他の社会保障分野への用途拡大が可能となるような仕組みとする。  

（2）カードの導入によって、利用者の利便性を向上させるだけではなく、保  

険者、医療機関や介護サービス事業者等のサービス提供者、行政機関の事  

務効率化にも資する仕組みとする。  

（3）自らの年金記録、特定健診結果やレセプト情報等の情報が一元的に管理  

され、プライバシーが侵害されるのではないかという不安が極力解消され  

るような仕組みとする。  

また、カードを紛失した場合や盗鮒こあった場合でも大丈夫なのかとい  

った点も含め、様々な懸念や不安が極力解消されるよう、具体的な仕組み  
の説明に努め、利用者の理解が得られるようにする。  

（4）カードの導入に当たっては、レセプトオンライン請求（参考資料1）、住  

民基本台帳カード発行（参考資料2）、公的個人認証サービス（参考資料3）、   

電子私書箱（参考資料4）等の既存の仕組みや関連する仕組みを最大限に   

活用し、可能な限り、追加費用を抑える仕組みとしつつ、カード導入費用   

及び毎年の運営費用に見合うだけの効果が生み出されるような仕組みとす  

る。  

1「重ノ：（引画一ユー）n7」l…い′ハ川・＼トk‖‖（一に＝lt ‖いりl■l】1こ二′靂、〔…＝）？けニ■ご砧〉l－l）11＝1日  

－ リ・   ・∴・  



（3）匡綴保険に関連する現状と諜飽  

・健康保険証は、制度上、原則1人1枚となっているが、経過的に、世帯   

で1放という保険者も多く残っており’，その場合、例えば、家族が同時に   

病気になった際に不便。  
・健康保険証の他に、標準負担額減額認定証や高齢受給者証等が別途交付   

される場合があり、携帯・管理が不便。  

・ 市町村をまたいだ住所異動や転職等の際に、健康保険証を保険者に提出   

したり、返したりする必要がある。  

・ レセプトヘの資格情報の転記ミス、医療保険の未加入状態での受診や資   

格喪失後の受診等により、保険者・医療機関・審査支払機関に医療費請求   

における過誤調整事務が発生している。  

・資格取得の届出漏れにより、医療保険に未加入という1犬態が発生してお   

り、そのことが医療機関での未収金の発生原因の一つとなっている。  

・ レセプト情戎を取得する手続に時間がかかる。（参考資料7）  

・被保険者番号は保険者ごとに付番され、保険者の異動等により番号が変   

わることから、例えば、過去に受診歴のある患者が保険者の異動後に再度   

来院した場合、医療機関に保存されている情報がその患者のものであるか   

どうかを同定できないことがある。  

（4）介護保障に関連する現状と課題  

・市町村をまたいだ住所異動の場合に、介護保険被保険者証を保険者に返   

す必要がある。  

・介護保険被保険者証の他に、介護保険負担防塵朗認定証が交付される場   

合があり、携帯・管理が不便。   

祈‘頭玩車重司   

社会保障カード（仮称）の導入に当たっては、現在の年金、医療、介護の各  

制度における被保険者証等や自分の情報の入手に関連して指摘されている様々  

な課題の解消や、利便性・事務効奉の向上が図られるような仕組みを検討する。  

各制度の現状と課題の詳細は以下のとおり。   

（り年金・医療・介護舎制度にまたがる現状と講義  

・年金手帳、健康保険言正、介護保検被保検者証が各制度の保険者から別々  

に交付されており、利用者は複数の手帳・カードを管理する必要がある。  

・年金手帳、健康保険証、介護保険被保険者証には多くの個人情幸忘が記載  

されており、これを紛失した場合・盗難にあった場合に、個人情報の流出  

や悪用のおそれがある。（参考資料5）  

・各制度、各保険着でカロ入着を管理しており、制度や保険者をまたがって、  

個人を同定することが困難であるため、併給調整等に多くの事務員担が発  

生している。  

（例 医療保険の傷病手当金と年金との併給調聖）  

・医療保険の傷病手当金について、同一の傷病により障害厚生年金を  

受けている場合、傷病手当金の害貞の調整が必要となることがあること  

から、被保険者を同定する必要がある。  

（例 介護保険料の特別徴収）  

介護保険の第1号被保険者（65歳以上の被保険者）の保険料を特別  

徴収（年金から天引き）する場合、年会保険者から得た情報と市町村  

の持つ情報とが一致せず、被保険者を同定する手続きが必要となるこ  

とがある。  

（2）年金に関連する現状と課題  

・年金記録の管理について、国民の不安が高まっている。  

・ 自分の年金記録をいつでも、安全かつ簡便に入手・閲覧できる環境か必  

ずしも十分に整備されているとはいえない。（参考資料6）  

現在利用されている年金記録の閲覧方法のうち、公的個人認証サービ  

スの電子言正明書を利用する方式は、ユーサD・パスワード認証方式よ  

りもセキュリティ上、より安全なものとなっているものの、利用者が少  

ない。  

・年金手帳の交付を受けてから年金の裁定請求をするまでの間、披保険者  

が年金手帳を使用する機会が少ないことから、年金手帳の保管場所がわか  

らなくなるといったことが起こる。（参考資料5）   
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上記の想定した場合に実現される効果は、以下のとおりとなる。   

（り年金・医療・介講書制度にまたがるもの  

①利用者にとっての効果  

1枚のカードで、年金・医療・介護の給付、サービスを受けることが  

できる。   

②事務面での効果   

・各保険者が個別に年金手帳、健康保険証、介護保険被保険者証を交付す  

る必要がなくなり、事務員担が軽減される。   

・制度や保険者をまたがった場合でも、個人を同定することができるの  

で、制度間の併給調整等の事務員担が軽減される。   

（例）医療保険の傷病手当金と障害厚生年金との併給調整に係る専務負担  

が軽減される。  

（2）年金に関連する効果  

：］二間用者にとっての効果   

・ 自宅のパソコン等から常時、安全かつ簡便に自分の年金記録を確認す  

ることができ、その内容に疑問が生じた場合には、別途、社会保険事務  

所等に照会することにより、年金記録に対する疑問が解消される。   

・年金手帳がカード化され、携帯性に優れたものとなるとともに、健康  

保険証、介護保険被保険者証と一体のものとなるため、使用頻度が多く  

なり、現在と比べて年金手帳の保管場所がわからな＜なるといったこと  

が起こりに＜＜なる。  

■ オンラインでの年金の裁定請求等、年金関係手続が利用しやすい環境  

になる。   

雀）事務面での効果   

・ ユーザID・パスワード認証方式により年金記録を提供することにつ  

いて、ユーザID・パスワード発行等の事務員担が軽減される。   

・年金手帳の再発行や窓口手続に関係する事務負担が軽減される。  

（3）匠憑保険に関連する効果  

≠利用者にとっての効果   

・住所異動一転職等の際にも、健康保険証を保険者に提出したり、返し  

たりする必要がなくなる。   

・全保険者で健康保険証が1人1枚のカードとなる。健康保険証の他に  

標準負担額減額認定証等を別途持つ必要がなくなる。   

・ 医療保険の資格喪失状態（資格を喪失した後、資格取得の届出をして  

いない状態）であることの把握が可能になるため、加入手続漏れの減少  

に よる痴   4 実現しよう  とする社会保障カード（仮称）  の導入  

どのような仕組みとするかによって、導入による効果は異なってくることか  

ら、ここでは、仮に、以下の仕組みを想定した場合に、利用者にとってや事務  

面で、どのような効果が実硯されると考えられるのか、その内容を示すことと  

する。  

【想定する社会保障カード（仮称）の仕組み】  

（資格確認関係）  

⊂）年金手帳・健康保険証・介護保険被保険者証の役割を果たす1人1枚のカー   

ドとする。加えて、医療保険の標準負担額減書貞認定証等の様々な証明書の役割   

を果たすものとする。   

〇 医療機関窓口でカードのICチップを読み取ることで、保険者の資格情報の   

データベー スにオンラインでアクセスし、即時資格確認を行い、資格情報のレ   

セプトヘの自動転記を可能とする仕組みを導入する。   

こ○ 引越、転職等により保横着の異動があった場合でも、保険者の資格情報のデ   

ータベースが速やかに更新される仕組みとし、カードを保険者に返す必要がな   

いものとする。   

（情報閲覧関係）  

【○ カードを用いて、自宅のパソコン（対応したカードリーダが必要）や社会保   

険事務所等から、いつでも安全かつ迅速に自分の年金記録を閲覧することがで   

きる仕組みとする。   

・こ）特定健診情報やレセプト情報を保険者が電子的に保有し、利用者にオンライ   

ンで提供する環境が整うことを前提として、自分の特定健話結果等の健康情報   

について、閲覧を希望する者が、カードを用いて閲覧できる仕組みとする。   

○ オンラインにより年金記録や特定健診結果等の健康情報を閲覧する場合に   

は、オンライン上で厳格な本人確認が行われ、成りすまし等を防止することが   

できる仕組みとする。   

（その他）  

〇 保険証としての機能や情報の閲覧機能といった基礎的な機能に加え、希望者   

には、身分証明吾として使用可能なものとすることや、ICチップの区切られ   

た別の空き領域を利用して、追加的な機能を持たせることができるものとす   

る。  

・1こ、   



報を収録することにより、現行の被保険者証等に比ヘブライバシーの保  

護に優れたものとなる。   

②事儲面での効果  

・ 行政機関における悪口の事務員担が軽減される。  

が期待される。   

・ 自分の健康情報（レセプトや特定健診結果等）の確言票を安全にオンラ  

インでできるようになる。   

甘事務面での効果   

・ 資格情報のレセプトヘの自動転記により、レセプトヘの転記ミスによ  

る医療費の過誤調整事務がなくなる。   

・手続の漏れによる医療保険に未加入の状態や二重加入の状態’■の発生を  

容易に把握することが可能になる。   

・ 医療機関の窓口でオンラインによる即時資格確言禦が可能となり、医療  

保険の資格喪失」犬態であることがその場で分かるため、保険者・医療機  

関・審査支払機関における医療費の過誤調整事務が減少する。   

・ 標準負担朗減額認定証等を保険者が別途発行する必要がなくなる。  

（4）介護保険に関連する効果  

Ⅴ利用者にとっての効果   

・ 保険者（市町村）を異動しても、介護保懐被保倹者証を保険者に返す  

必要がなくなる。介護保険負担限度額認定言正を別途持つ必要かなくなる。   

・ 自分の介護サービスの費用に係る情報をオンラインで確認できるよう  

になる。   

妻′事務面での効果   

・ 介護保険負担限度額認定証を別途発行する必要がなくなる。   

・ 介護サービス事業者における介護給付賢明細害への資格僧都の転記ミ  

ス等による請求誤りがなくなるため、保険者及ひ審査支払機関の過言呉調  

整事務が軽減される。  

（5）その他の効果  

十利用者にとっての効果   

・ 行政機関への申請について、悪口申請ではなく馬子申請が行いやすく  

なる。  

（例）健康保険任意脂続被保険者資格取得申請等、社会保障分野の各種届出・  

申請   

・希望者については、身分証明言として利用することが可能となるほか、  

】Cチップの空き領域を利用して、追カロ的ノな機能を持たせることも可能  

となる。   

・ カードの券面に記載する情報を必要最小限にとどめ、ICチップに情   

、5 カート導入に当たっての留琴周   

社会保障カード（仮称）の仕組みについて一定の仮定をした場合、上記のよう  

な効果が生まれることが見込まれるが、具体的な仕組みの検討に当たっては、  

平成19年11月の作業部会において関係団体より出された懸念等も踏まえ、  

以下の点に留意し、プライバシーの侵害や情報の一元的管理に対する不安が極  

力解消されるとともに、費用対効果に優れた仕組みとする必要がある。   

（1）全体として留意すべき事項  

・ 個人情幸6の保護とセキュリティの確保のために十分な対策をとる必要が  

ある。また、万が一、問題が生じた場合には、迅速かつ的確に対応できる  

仕組みとする必要がある。  

社会保障給付を受け得る全ての人を利用者として想定しており、利用者  

の中には、情幸屋技術を使いこなす能力や判断能力等について大きな差があ  

ることから、様々なケースを想定しつつ、検討を進めていく必要がある。   

（2）被保険者誰、資格確認に関する事項  

・ カードを利用しようとしている者がこのカードの真正な所有者かどうか  

という本人確認を行う際には、例えば、医療機関等の窓口でパスワードを  

入力させることは、救急医療の場合等を考えると、課題があるのではない  

か。  

カードが健康保険証の原本となるためには、全医療税関で資格確認が可  

能となる必要がある。  

・ 被保険者の資格取得・喪失等の情報については、届出時期によるタイム  

ラグが生じることに留意する必要がある∴  

国民健康保険では、保険料を滞納している被保険者に、状況に応じて短  

期被保険者証や資格証明書を発行する措置を講じているが、これは保険料を  

滞納している被保険者との納付相談の機会を増やす観点から行っているも  

のであるため、その機会が減らないような工夫が必要となる。   
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「5 カード導入に当たっての留意点」に配慮しつつ、「4 実現しようとす  

る社会保障カード（仮称）による効果」を生み出すための方策について整理す  

ると、以下、「6 カードの要件・機能等」以降のとおりとなるが、今後、更に  

具体的な検討を進めていく必要がある。  

「カードの規格をどのようなものとするか」や「どのような情報をカードに  

収録するか」をはじめとする、社会保障カード（仮称）の要件や機能、それに  

関係する仕組み等に関しては、以下のとおりとなるが、今後、更に具体的な検  

討を進めていく必要がある。   

（1）カードの要件及び関係する仕組みについて  

カードの要件については、カードの紛失・盗難の場合も考え、セキュリテ   

ィに十分配慮する必要があることから、安全性に優れた】Cカードを導入し、   

紛失時等の収録情朝の漏洩、悪用を防止することとする。ICカードについ   

ては、国際標準に準拠したものとすることで安全性を高めるとともに、技術   

の進展等に対応し、一定のセキュリティ水準を保持するため、カードには有   

効期限を設ける。   

また、ICチップの区切られた別の空き領域を利用し、追カロ的な機能を持   

たせることができるものとしておく。   

さらに、カードの不正利用がされないよう、カードに記載・収録された情   

報力i正しいことやカードそのものが正当なものであること等を確保する措置   

を講ずることとする。  

（2）カードに収録する情報等について  

カードに収録する情報については、プライバシー保護の必要性や記載情報   

の変更による書き換え手続を必要最小限にとどめる観点から、本人確認のた   

めに必要な最小限のものに限定することとし、その他のデータについては、  

データベースにアクセスして確認することとする。また、収録する情報のう   

ち、カードの券面に記載する情幸酎こついては極力少なくすることとするが、   

これらカードに収録する情報等については、移行期や異常時の対応、紛失時   

の再発行等の対応が必要となることから、今後、こうした点について検討を   

行い、その結果を踏まえた上で決定する。   

また、現行の被保険者証の券面に記載されている情報でカードの券面には  

記載されない情報については、利用者がすぐに内容を確言君できるよう、例え  

ば、その情報を記載した紙を添付するなどの対応を必要に応じて検討する必   

要がある。  

・介護保倹においては、資格取得・喪失情報以外にも、要介護認定等の情   

報が必要であり、カードの券面にこれらの情報を記載しないこととした場合、   

被保険者がこれらの情報を知る方策が必要となる。   

（3）情報の閲覧に関する事項  

・ カードによる情報閲覧が可能な端末機を一定程度制限するなど、情報の   

流出を防止し、プライバシーを保護するための方策を検討する必要がある。  

レセプトは、審査支払機関の審査（保険者の再審査を含む。）を経てその   

内容が確定するため、例えば、審査の結果、実際には4回行った検査が、   

医療保険の請求上は3回とレセプトに記載されることがあり∴こうした場   

合に、被保険者が閲覧したレセプト内容と実際の診摂内容が異なることが   

ある。また、非開示となるレセプトもあリー1、全てのレセプトを被保険者が   

自動的に閲覧できるわけではないことに留意する必要がある。   

（4）カードの事件に関する事項  

・カードの表面や】Cチップからカード所有者の個人情報が本来の目的を   

超えて読み取れない仕組みとする必要がある。  

・セキュリティを確保するためには、カード所有者自身も自らの識別情報   

を知らない仕組みとすることや、カードの識別情報を単純な番号以外のも   

のとすることはできないか。  
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（3）加入書を特定するための鍵となる情弓削こついて   

社会保障カード（仮称）については、年金手帳、健康保険証、介護保険被  

保険者証の役割を果たすことを目脂しているが、年金手帳、健康保険証、介  

護保険被保険者証を1枚のカードにし、確実に1人に1枚交イ・1するためには、  

現在、年金、医療、介護の各制度における各保横着で管理しているカロ入着の  

資格情宣を、同一人物であることが特定できるよう、何らかの方法で関連付  

ける必要がある。その上で、加入者を特定するための鎚となる情報をカード  

に収録し、その情幸忘を利用して各加入者の資格情幸引こアクセスできるように  

する必要がある。  

このとき、加入者の資格情報を関連付け、挺となる情舗としてカートに収  

録する情幸酎こついて、技締約には、以下の選択肢が考えられる〔つ   

案1 各制度共通の統一的な番号を利用   

・利用者は自らの番号を認識し、その番号により資格確認やサーヒスの利  

用が出来るようにすることが基本。   

・番号については、希望により変更を可能とすることも考えられる。   

案2 カードの識別子を利用   

・個人に番号を付与するのではなく、カートの識別子（カートを識別する  

記号等）によって、利用者を特定する。   

・カードが変わるたびにカードの識別子も変わる。   

・利用者は、通常、資格確認やサービスの利用に当たって、カードの識別  

子を意識する必要がない。   

・カードの識別子は利用者に知らせることも知らせないことも可能。   

芙3 各制度の現在の被保険者番号を利用   

・現在の各制度の被保険者番号等を酎妾関連付けた上で、各制度の番号を  

全てカードに収録する。  

案3－2 各制度内で不変的な番号を創設し、利用  

・基礎年金番号に加え、医療保険と介護保険においても住所変更等で変  

化しない番号を設定し、それらを直接関連付けた上で、各制度の番号  

を全てカードに収録する。   

案4 基本4情報（氏名、生年月日、性別、住所）を利用   

・基本4情報をカードに収録する。  

なお、カロ入者を特定する前段階として、当該⊇Cカードの正当性を確認す  

ることが必須となることから、どの実においても、カードのCチップには、  

カードを特定するためのカードの識別子（カードを識別する記号等）を記録  

する必要がある。  

（4）資樟確認に関連する仕組みについて  

資格確認をデータベースにアクセスして行う場合、医療機関等から各保険  

者のデータベースに直接アクセスすることはシステム上の負担も大きいこと  

が想定されるため、資格確認のための何らかの中継データベースを設置する  

ことを検討する必要がある。この資格確認のための中継データベースやカー  

ド発行のために必要なデータベースの管理・運営を行う主体については、乱  

地方自治体、保険者、その他これらから委託を受けた機関が考えられる。   

また、資椙確認のためにデータベースにアクセスする際に、不正アクセス  

を防止するための措置を講することや、医療機関等において利用者の情報を  

抜う者の資格認証を行う仕組みの活用を検討すること等を含め、資格情報の  

セキュリティ対策を徹底する。   

さらに、平常時の運用にカロえ、停電やCチップの破損等の異常事態にど  

のように対応するかを検討する必要がある。  

（5）閲覧機能について  

社会保障に関する情報はプライバシー性の高い情報力†多く、とりわけ、特  

定健診結果等の健康情報は極めて機微な情報であることから、カードを用い  

てオンラインで自宅等から年会記録や特定健診結果等の健康惰弱を閲覧する  

ことができるようにするためには、オンライン上での厳格な本人確認が可能  

な仕組みとすることが必須となる。この点について、現在、オンラインでの  

行政手続においては、公的個人認証サービスの仕組みが活用されていること  

から、この活用を検討する。   

情報の閲覧環境の整備については、特定健診情報やレセプト情報を保険者  

が電子的に保有する環境が整うこと、rや、電子私書箱（仮称）についての検討  

を踏まえつつ、特定健診情報、レセプト情報等のデータベースのセキ「リテ  

ィ対策が徹底されることを前提として、カードを活用したオンラインでの安  

全な個人情報の閲覧■管理の方法を検討する。   

また、レセプトには非開示とすることが適当とされるものもあり、本人が  

自分のレセプトを全て自動的に閲覧できるようにすることは問題があるとの  

指摘があること等を考慮しながら、具体的な閲覧の仕組みを考えていく必要  

がある。  
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市町村、健康保険組合等と異なっている「R。そのため、年金手帳、健康保険証、  

介護保険被保険者証といった各制度にまたがる機能を持つ社会保障力一ド  

（仮称）の発行に当たっては、各制度の保険者がカードの発行主体に健康保  

険証等の発行事務を委託するなどの制度上の整理が必要となり、どの主体が  

カードの運営責任を持つ発行主体となるかについては、この整理に応じて、  

今後検討を進めていくこととする。   

（2）交付主体について  

この発行主体とは別に、どのような機関を通じてどのような方法でカード  

を交付するかといった交付主体や交付方法を検討する必要があるが、この点  

については、「厳格な本人確認を行う必要性」、「カード受け取り時・紛失時等  

における利用者の利便性」、「費用対効果」等を踏まえて、検討する必要があ  

る。   

交付方法については、力一ドを交付する際、どの程度厳格に本人確認を行  

う必要があるかにより、本人確認を行うために対面で交付する方法や、配達  

記録郵便等を利用して郵送で行う方法等の手段が考えられ、例えば、現在、  

公的個人認証サービスの電子証明書をカードに搭載する際には、厳格に本人  

確認を行うため、郵送等による申請は原則認められておらず、対面で本人確  

認を行った上で発行している。  

具体的な交付主体・交付方法としては、以下のような選択肢が考えられる  

が、上記の貞を踏まえ、今後、更に具体的な検討を進める必要がある。   

案1 市町村が交付   

・臥 健保組合等が市町村にカードの交付を委託し、例えば、住民基本  

台帳カード（住基カード）発行と同様の手続きにより、市町村が交付す  

る。   

・ その場合、市町村が住基カードと社会保障カード（仮称）の2種類の  

カードを交付することとするかどうかについて検討が必要。   

案2 医療保検者が交付   

・硯行の医療保険者としての保険証発行手続を基に、医療保険者が交付  

する。   

一 加入者に、事業主経由（健康保険組合等の場合）、悪口交付や郵送等の  

手段で届ける。   

案3 年金保険者たる園が交付  

しし【型卑琴嘲   

社会保障カード（仮称）の導入については、留意すべき貞として、プライバ  

シー侵害や情報の一元的管理lこ対する不安が指摘されており、このような不安  

が極力解消されるような方策を十分講じる必要がある。   

そのため、例えば情報がその利用を想定していない第三者に渡ることがない  

よう、安全性に優れたICカードを導入することや資格情報のセキュリティ対  

策を徹底すること、また、カードに収録する情報を必要最小限のものとするこ  

と等についてこれまで述べてきたところである。   

これらに加え、カードの収録情報が本人の承諾無く利用されることや収集さ  

れることへの対応が必要となる。この点に閲し、例えば住民票コードについて  

は、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）において、第三者に対して住  

民票コードを告知することを求めてはならないとする「告知要求制限」、他に提  

供されることが予定される住民票コードの記録されたデータベースを構成して  

はならないとする「データベースの構築禁止」、及びこれらに違反した場合の都  

道府県知事による中止勧告・命令等の利用制限措置が設けられている。また、  

基礎年金番号については、「国民年金事業等の運営の改善のための国民年金法等  

の一部を改正する法律」（平成19年法律第110号）において基礎年金番号を  

法律で規定した際、住民票コードとほぼ同等の保護措置が併せて規定され、平  

成22年1月から施行されることとなっている。   

こういったコードや番号についての利用制限に関する例を参考にしつつ、カ  

ードの収録情報が本人以外の者によって目的外に利用されることを防止するた  

め、収録情幸引こ応じた適切な利用制限を検討する必要がある。  

8 発行・交付方法   

「どの主体がカードの運営責任を持つか」や「利用者へのカードの交付方法  

といった利用者との接点をどのように持つか」といった運営方法に関しては、  

以下の点を踏まえ、具体的な検討を進めてい〈必要がある。  

（l）発行主体について   

現在の年金手帳17、健康保検証、介護保険被保険者証は年金・医療・介護各   

制度の保険者から発行されているが、これらの保険者は、制度により、国、  
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（2）カード導入・運営に要する費用と導入により目指す効果  

カードの導入・運営に要する費用については、具体的な制度の仕組みや、  

既存の仕組みの活用の度合等により大きく異なってくる。例えば、どのよう  

なデータベースやネットワークを構築する必要があるのかや、それらにつき  

どの程度既存の仕組みを利用できるかなどにより、費用は大きく異なってく  

る。そのため、費用について、具体的な仕組みが固まっていない段階におい  

て一定の試算を行うことは困難であることから、今後、具体的な仕組みの検  

討を進め、一定程度選択肢を具体化した上で、その選択肢に応じた試算を行   

うこととする。  

カートの導入により目指す効果については、利用者にとっての効果等の必  

ずしも定量的に表すことが出来ないものも含め、「4 実現しようとする社会  

保障カード（仮称）の導入による効果」で挙げた効果が期待できるとともに、  

長期的に見れば、社会保障力ード（仮称）という基盤ができることにより、  

年金、医療、介護の各分野や各種行政手続きのT化が一層進展することが  

見込まれること、制度の運営に係る費用の節約につながる可能性があること、  

将来的には、より広い社会保障分野で利用される可能性があること等が考え  

られることから、これらを考慮した上で受用対効果について検討を進める必  

要がある。  

（3）費用負担の在り方  

今後、カード導入による費用と効果を踏まえ、カード交付方法等の複数の  

選択肢を比較検討しつつ、具体的な仕組みを検討していくこととするが、費  

用負担の在り方についてはどのような仕組みとするかによるところが大きい  

ことから、引き続き、具体的なイ士組みに応じて、カード導入による受益と負  

担の関係も踏まえつつ検討する必要がある。  

例えば、郵送等の手段で届ける。   

・ 被用者保険のカロ入着については、事業主紹由で届ける方法もある。   

－ その上で、20歳末満の被扶養者分等については、事業主や市釘村に  

交付を委託することも考えられる。  

（3）既存の仕組みの活用  

社会保障カード（仮称）の導入に当たっては、費用対効果に優れた仕組み  

にすることが重要であるが、カードの発行・交付等の運営方法についても、  

関連する仕組みを最大限に活用していくことで費用対効果を高めることが重  

要である。   

例えば、公的個人認言正サービスの電子証明書をカードに搭載することとし  

た場合には、既存の機能搭載の仕組みを活用することが効宰的と考えられ、  

また、現在運用されている住基力線ド発行の仕組みを活用することも検討す  

る必要がある。ただし、イ主基カードに社会保障カード（仮称）としての機能  

を搭載することについては、現在の仕組みを前提にすると、例えば、住基カ  

ードは市町村ごとに発行することとされており、市町村をまたがる住所変更  

の際には再発行が必要となること等に留意することが必要となる。  

なお、カード導入時においては、カードの発行枚数が多数に上るため、力  

－ドの発行事務の軽減やCカードの安定的な供給といった観点から、一時  

的にカードの発行が集中することを避けるための方法についても検討する必  

要がある。  

（l〉 関連する仕組みの活用  

社会保障カード（仮称）の仕組みを構築するに当たっては、関連する仕組  

みを最大限に活用することで、費用対効果に優れた仕組みにすることが重要  

である。「8 カードの発行・交付方法等」で述へたように公的個人吉君証サー  

ビスや住基カード発行の仕組みのほか、平成20年4月よリレセプトオンラ  

イン請求が段階的に義務化されていくことにより、医療機関等と審査支払機  

関とのネットワークが整備されていき、医療機関等の！T化碁盤が整備されて  

いくことが想定されることや、「電子私書箱（仮称）」について現在検討が行  

われていること等を踏まえつつ、こうした仕組みの活用を検討する必要があ  

る。  

10 その他   

（1）身分証明書としての機能について  

顔写真付カードについては、写真の本人確認を行う必要があるが、こうい   

った要件も含め、希望者が身分証明言としても使用できる顔写真付カードの   

交付方法について検討する必要がある。   

（2）移行期の対応について  

カードの交付に一定の時間を要することを十分踏まえ、一定期間、カード   

と現行の健康保険証等が併存する仕組み等、移行期の対応について検討する  

1T  11）   



ルJの下、不断の見直し、改善が行われる仕組みを構築する必要がある。   

（d）今後の進め方について  

社会保障カード（仮称）については、その仕組みについて明確に整理され  

たものがなく、その狙いや基本的な考え方等が十分伝えられていなかったこ  

とから必ずしも十分な理解がなされてこなかった面があると思われる。この  

点につき、今回の検討会報告書により、カード導入の狙いや効果、留意すべ  

き点等が一定程度整理されると考えられることから、今後はこれを碁に議論  

がなされ、理解が進んでいくことが期待される。   

当検討会としては、費用等を含めた選択肢が整理されることで、より具体  

的な形で、より広く議論がなされるよう、今後、更に具体的な仕組みの検討  

を進めることとする。  

必要がある。   

（3）様々な利用者への配慮について  

社会保障給付を受け得る全ての人を利用者に想定していることから、IT  

の利用について不慣れな者にとっても、十分な周知期間を設けるとともに、  

利用方法を丁寧に説明するなど、理解しやすく、利用しやすいものとする必  

要がある。  

11 おわりに  

（1）将来的な可読性について  

社会保障カード（仮称）は、将来的には、より広い用途で利用される可能  

性を有している。例えば、雇用保険や労働者災害補償保険における利用が考  

えられ、また、情報を電子的に閲覧する際に厳格な本人確認を行うことがで  

きる基盤が、社会保障カード（仮称）や電子私書箱（仮称）の導入により整  

備され、閲覧できる情報の範囲が拡大していくことが期待される。こういっ  

た将来の用途拡大を視野に入れながら、更に検討を進めていく必要がある。   

（2）社会システム全体に与える影響について  

社会保障カード（仮称）については、このような将来的な可能性も含め、  

利用者の利便性の向上等が凶られるものであるが、その一方で、非常に多く  

の人々に関わるものであるため、その導入が社会システム全体に与える影響  

を十分考慮する必要がある。   

例えば、年金記録や健診情報等の自分の情報の入手がよりいっそう容易に  

なることで社会システム全体にどのような影響を与えるかを十分考慮する必  

要があり、また、その際には、入手した個人情報力ゞ本人以外の者によって、  

本人の同意を得ることなく目的外に利用されることを防止する方策について  

の検討が必要となるが、これらの検討を行うに当たっては、利用を制限しす  

ぎることでかえって利便性を損なう可能性があることに留意し、利用制限と  

利用者の利便性とを十分に比較街宣する必要がある。   

（3）評価．改善の仕組みについて  

このような新しい仕組みを導入することについては、導入後に新たな課題  

が生じることも想定されることから、社会保障力ード（仮称）の有効性につ  

いて評価し、改善につなげてい＜ための評価手法を検討L，、P DCAサイク  
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参考資料1  

医療機関・薬局  審査支払機関  保険者  

≪これまでの取扱い≫  

紙のみ  

項多  

平成18年度中に電子媒体やオンラインを追加  

⑮  

≪これまでの取扱い≫   

紙又は電子媒体  

平成23年度からはオンラインのみ  

1．平成18年4月から、こ   

2 

に加えて、オンラインによる請求も可能としたとこ  の紙又I   

］〕 平成20年4月からは、段階的にオンライン請求に限定  

・病 院：規模、コンピュータの機能・導入状況により、20年度から（400床以上）、  

21年度から（400床未満）等  

・診療所：コンピュータの導入状況により、22年度から（矧二導入している診療所）、  

それ以外は23年度から  

・薬 局：コンピュータの導入状況により、21年度から（矧二導入している薬局）、  

それ以外は23年度から  

⊂2）平成23年4月からは、原員l  のレセプトがオンライン   

参考資料2  

住民基本台帳カード  

巧）日常生活での本人確認に使える。  
⇒写真付きのものは、公的な証明書として利用できる。  

（金融機関窓口、携帯電話契約時における本人確認）   

②市町村における本人確認に使える。  

⇒住民票の写しの交付や転入等の際の本人確認。  

全国どこでも住民票の写しが交付できる。  

転入転出手続きで窓口ヘ行くのは転入時1回だけ。  

③インターネットを使った電子申請での本人確認   

に使える（〕  

⇒電子申請に使われる電子証明書（公的個人認証サー  

ビス）の格納媒体になる。（例）eイaxでの確定申告   

ヰ市町村内でワンカード化。  

⇒証明書等自動交付、印鑑登録証、図書館カード等に  

（ICチップ部分のイメージ  

利用できる。   



住民基本台帳カードの記載事項等  

Ⅰ券面記載事項  住民基本台帳カード  

†l  

比 重   芝1  

v′ 土  －＝Ll二】  

（A）氏名、住基カードである旨、交付地市町村名、有効期限  

希望者はさらに  

（B）生年月日、性別、住所、写真 （→身分証明書）  

※ 券面に住民票コードは記載されません。  
住民基本舟板力一ド  

」＿†  

生■月□   ごト ÷′‥・ ′圭j′j・  

氏 名  三霞  
▼ ●  

し＿1F  

′き  ノ ーけIl二1トトゝ rl  ⅡICチップヘの記録事項  

公 共 施 設 予 約 A P  そ の 他 独 自 利 用 A P             l  

利用領域  ②公的個人認証令   

（卦 独自利用領域   

・利用者番号（≠住民票コード）など  

住民票コード  ・電子署名用の秘密鍵  

相互認証情報  
・電子証明書  

暗証番号  リiスワード  

住民基本台帳カードの交付の流れ  

＜主な作業項目＞  ＜主な作業内容＞  

・住民から住民基本台帳カード交付申請  
・本人確認（運転免許証など写真付きの官公署発行の免許証等で確認。これらがない場合は  

住民基本台帳カードを申請した住民の住所に照会書を送付し、後日、住民がその回答書及び  
本人確認書類（市町村の交付する敬老手帳など。写真なしで可）を持参することにより確認。）  

申請内容のチェック  
ニ重交付に該当しないかのチェック  

中請内容をシステムに登録  

② 申請内容の審査   

システムへの登録   

」 ＝＝L＿  

・住民基本台帳カード表面に氏名、有効期限等を印刷。身分証明書とする場合は、更に、住所  

生年月日、性別、写真を印刷。  
・カードICチップ内に住民票コード、相互認証情報等を記録。  

③カード券面印刷・  

lCチップヘのデータ書込  

■住民が住民基本台帳カードに暗証番号を設定。  
・暗言正番号の設定によりカード利用が可能になる。  

・即日交付でない場合、住民基本台帳カードを申請した住民の住所に照会書を送付し、  
窓口で住民の持参した回答書及び本人確認書矧こより本人確認し，   

く凡例＞〔⊃ 住民と粗員が窓口で行う作業  

口 轍員が行う作業  



参考資料3  

公的個人認証サービスの概要   

○ 成りすまし、改ざん、送信否認などのデジタル社会の課題を解決しつつ、電子政府・電子   

自治体を実現するためには、確かな本人確認ができる個人認証サービスを全国どこに住んで   

吐る．Uこ対しても安し＼費用で提供することが必要。  

→ 平成16年1月29日、公的個人認証サービスの提供を開始。  
（電子証明書の有効期間3年間、発行手数料500円）  

都道府県知事  
（サービスの運営主体）  

委任皿  異動等憎報   
の提供  

…ニ・ニーl＼  
電子言正明書の有効性を回答  

指定認証機関  
（証明暮発行・失効憎報管理機朋）  

住民基本台帳  
ネットワーク   

システム  

電子言正明書の有効性を照会  

・エー－・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・三－ニ！   

市町村窓口に設置   
されている端末へ   
基本4情報を提供  

〆y  
′〆   

市町村長（本人確認機関）  
■ ● ／■  

′∴●  

電子証明書交付   オ 〆ナ  
〆 電子申請  

電子証明書  
発行申請  

〆′  

．・√∵∵ご 住民基本台帳カードに  
rjlさ・こ∵ 電子証明書を記録  

住＿＿民  

※基本4情報 氏名、住所、性別及び生年月日。  
公的個人認証サービスでは本人性の確認に  
基本4情報を使用しているt  

公的個人認証サービスの特長  

1．厳格な本人確認   

・本人確認に基本4情報（氏名、住所、性別及び生年月日）を使用。  
・住民基本台帳ネットワークと連動して、毎日、失効情報を更新することにより、厳格な本人性の  
確認を実現。   

2．電子証明書の用途   

・主な用途は、国税の電子申告・納税システム（e一Tax）、自動車のワンストップサービス、  

不動産の登記等  

・法律の規定により、電子証明書の有効性を確認できる者（署名検証者）を現在は行政機関等、  
民間認証事業者に限定。   

3．サービス利用に必要な費用  

（電子申請を行う住民）   

・電子証明書の発行を申請する際に手数料（500円）を市町村窓口に支払う。   

・自宅のパソコン等で電子申請を行うには、ICカードリーダライタを別途、準備する必要。  

（失効情報の提供を受ける署名検証者）   

・情報提供手数料を指定認証機関に支払う。   

4．電子証明書の格納媒体   

・電子証明書は、一定のセキュリティを満たすICカードに格納可能。   

・現在使用されている格納媒体は、住民基本台帳カードのみ。   

5．二重発行の禁止   
電子証明書の二重発行を禁止している（法第6条）。   

6．電子証明書の発行状況   

平成19年9月末現在で、約27．6万枚。   



公的個人認証を活用するメリット  

個人情報資産を預かるシステムの認旺基盤として、公的個人認証には以下の刈ツトがある。  

◆「成りすまし」の防止により厳格な本人確認が可能  

セキュリティ面  

◆「改ざん」「送信否認」防止による高セキュリティ情報の取扱いに最遠  

◆公的主体（地方公共同体が自ら運営）による認証基盤として3年   

間の安定運用実績   

◆既存の基盤■法制度（公的個人隠駐法）の利活用による迅速なス   

タート  

運用面  

◆既存設備等（センタ、全国の市区町村窓口）が利用可能  

参考資料4  

医療機関や保険者等に個別管理されている情報を、希望する国民が自ら入手・活用  

できる仕組みを検討し、2010年頃のサービス開始を目指す。   

年金の画面例  

■、．  

′ 

塵l  
匡巨∈ほ計挿  
一電子行政  

＼   

▲■ミ† ■－． ト■．ト「ノ   ーIT  

け壬   ′斗  

医療の画面例 臣 ▼dニ▲和 

r・【．占＿■   



現行の年金手帳・被保険者証について  

年金手帳  国喜正   検視保検者言正   雇用保険板保険者言正   

根拠規定  圧象  重刑2。簑   矢筈行規則読2G集   疋閂保恨法施行規則読10袈  

●年会や一環会の漬菜を㌻るときに手ナ会惜仁王 ●保〔芸宣湊ギ王黒幕て詰ナ豆を受；ナようとすろとき、保旺匡冶  ●葺で「三善、言責撮、認定の隈、市町‡・Ti：－提出  ●雇用保「三根保ド三者喜正の交付を学りた者が  
奉行所等に1呈示  ；エき完！の′雲ロに1差出  ー ■   ●  －         －＝   ■  

●介罠釜サービスを皇什ようとすちとき、事業者又は施設の   育となった場合に、睾貸主に指示  
●年会羊時封二ついこの相談を受けるとき【1打保】   ∵怒甘二提示  
宇土会保持モネ韓所等に‡屋示  ●退保卜三者の氏名及び本業新名称簑に変更のあったと  ■抵保恨者が他のも某所に転勤tノた土呂告や  

きちどに、宇土景保βヱネ顛戸言文は七塵取呆隈絹台に提出  ●布頂け文吉の氏専ら及び1主所等に妥乎のもニトナニとき二  氏名を変更し′／ニ場合に、軍票主に指示  

必要になる場合  市町‡lに提出  

ときに‡土会保険も葦所事ニI言出  ：〔司保】  ●櫨保恨育となったことの絃亡ごのごう未をしノ丁二  

●接保隠蓄の氏名及び世帯主の住所等に変更のあった  ●衡写懐古が捕保怪童の責接を芸文いこときに市町Hに  ときに、公共識見妄定所に提出  

・        ・一  三－    手古拙  

渾  

交付主体  宇土会保耶長官  合   市町村等   公共転業安定所長  

トー  

1厚生年金の被保横着  【催促】披保険者及び亨虔扶養者  
交付対象  ノ   被保隈苔  

夜長  

原則、住人単位  

交付単位   情人   ただL、簡保と1廷保組合においては、経過的に世帯単伎   の交付を詰めているところ′  怪人   

‾‘柵【】‾    【〔¶    】    ▼′ 
【国年】 1通常  「  ミ  
●策1号抜保険者は市町村に音枯取得届を ●串煮主が保恨壱に苦楼拍子考届を提出  ●65歳別i主による葺招取㈲こついては、市町ヰ寸へ  

提出                   ●被扶養者については．被保険者が1貰主を寅空白して  出不芸   ●完3号被保険者は、その酎昌壱が使用され保持芸者に被扶五斉届吾提出           ●他市町 村からの？元入による裔枯取†轟には、届出  

加入すろ相 

寓酬鵜世帯の世帯主又は組合鮒資格〔護憲葉菜琵慧芸吉野 交付手続  取絹届を市田†‡lに届出  

●事熟む什社会保恨事務所等に萬椿職待   （第2号披保懐古二・次のいすれか  

届を提出   ●保険者に要介言嘗（支援ノ言空走を申書声  

1  

●保険者に介ミ削呆険被保隈幕三正の交付を申≡ホ  

年金手帳   国言正   介護保険被保険者言正  雇用保険被保険者証   

・氏名  卜氏名   ・氏名  ・氏名  
・生年月巨  ・生年月日   ・生年月日  ・生年月巨  
・性別  巨性」 ・性別  

．  ・1主所  

・基そ定年含蓄号  ∴被保阪者記号番号   ・祇保持文書番号  祇保険者番号  
・交付年月日  ▼保険者番号   ・保検看番号こ保険者の名称・印 
・変更後の氏名し変更日 ・保険者名   ・交付年月E  

・交付年月日   ・要介亘豊状態区分等  
「国民年会の記録」吋  ・i守搾取碍年月E   ・認定年月E  

券面記飯事項  ・世買主氏名【国保】   ・認定の有効期間   
（（事）は自書）  ■被保口芸者の亨朋り・＋  ・被保既着氏名【脚呆・接続星舌の精舎のみ】   

■資格喪失日こヰ）  ・有効期限【屈保】   ・：サービスの種類とそのほ類文治限度基掌顎 
・貨桔の種別変更日′＋  ・事業所名称【堪保】   ・居宅サビス等における区分支縫破産基準峯雲                     ニ              ・：※バウチャーを発行する市釘付についてはパウチ1▼－  

・事業所所在地【髄保】   切り分け酢  
「厚生年金保険の記録一弾  保険者所在地【恨保】   ・認定案脊会の意見及びサ⊥ゼスのi垂章票の指定  
・や禁所名：事〕   上総付制限こ内容及び期間二1  

・事業所所在地く十 ト罵宅介護支援額業者又は介護予防支援＊芸者  

・責托取得年月日・十   
・音給電臭日：†）   ・介孟曇保険施設等i里矩・名称・：入退所年月日二  

媒体  組  織・ブラスチックカートICカード等   （※労賃1保険の介護補償給付等の受給者に ついてはその旨と常時介護・随詩介；琶の別を記載 

及びその事業者の名称（届出年月日 

紙   

ぁリ  適納の必要  なし   あり  
【二原則、生涯ひとつ 貞椿要失汚及び更新時：  ご資格喪失茸 なL   

有効期限   左し  あ小俣隠者により異なる）   なし   
‖       なし  

【鮎保】  
保隠者番号、穣保使者記号番号及び3情報こ氏名、生年  劉真者番号、襖保懐古番号と4惰絹偲名・住所・生年月  

被保険者餐格           基礎草食番号と4柏托、氏名、住所、生年月 月日、性肛】   尾用保隈破保隠者番号と3欄軋氏名、壬   
の管理方法  日、性3りニ  【国保】  

所、生毎月日、性別 日、†生別：  保ほ告番号、砥保使者記号竃号及び4情報：氏名、住       こ  
なし  

番号の変更   】「た抽ら 
胤生っの紺  〔妄妄ゝ票採譜凱輔二たとき∴ 

〕  い且」鮒市綜凋すると変更二：      〔諾b蓬崇譜至漂是認箸 
〕   

初占つて加入した年金利度尤■二共済年金制度の 共演加入者には、共演組合貞亘正等が交付されている  
鳩舎、その際には、年金手嶋は交イ寸されない  
チニだし、「塵窟年会番号通知言」を文†寸、 【働国家公務員】  

・世帯単位の交付  
・券面には、氏名・性別・生年月日・住所・葺桔取祷  

1  

備考  年月日t発行増関の所在地・保険者番号名称及ひ  

】  
・遥拝は紙  



現行の年金記録情報の提供方法について  参考資料6   

＼   年金加入記録照会・年金見込練試算  年金個人情報提供サービス   ※   
＼   年金見込蝕試算  

〔電子申請）   ユーザ1Dリくスワード）   ねんきん正朔便   
＼  ＼  

サービス提供者   社会保険庁   社会保険庁   社会保険庁   社会保険庁   

サービス利用可能看   公的年金利度加入者で   公的年金制度加入者   公的年金制度加入者   公的年金制度加入者   
〔老齢年金受給者を除く）   申込日現在50綬以上の方  共済組合等加入者を除〈 （平成21年4月から 

うニヰ土会保険庁HPから 1．公的侶人語証サービス又は日本語言正サー  1社会保険庁HPから、基そ定年含蓄号、氏名、  ○社会保険庁から社会保険庁で管t要してい  
ゐ堰年金番号、氏名、†生別、生年月日、住  ビス（抹：〉の「電子証明書」を取衛   性別、生年月日、住所等を入力し、「ユーザ  る住所に郵送  
所、現在加入している年金制短の別等を入  2．貰生労包省電子申請・届出システムから  旧り＼スワード」取得の申込  
力こ申込み 1■の電子証明雲を添えて申込み   Z社会保険庁から、社会保院庁で首Ⅰ空して  

いる住所にユザ【D・ハスウードを郵送  
閲覧・確認方法   う社会保険庁HPから、ユーザ】D・パスワード  

等吾入力して、利用   

●年金見込率   ●年金見込類   ●カロ入管監   【全年哀竺共通】  
共二斉組合等支給分は除外 共済場合等支給分は除外 加入制度、事某所名称、芸格取得・妥先年月  ●加入月数  

日、加入月数等 、入▼  
●加入】覆歴√加入制度、貴棉取得・講失年月  ●加入餞歴   ●保険料納付乾（被保険者負担分 

日、加入月数等 ●過去すべての厚生年金の標埜巧封月額及   
月敬等 ひ国民年金の保険料研付状況（納付、未納、  

免除等の別 未納、免除等の別 
※申込日現在50歳未満の方については 
加入尾登のみを回答  【特定年齢（35歳、45歳、58患）の方】  

●加入履歴  
加入制度、事業所名称、蒜格取得・喪失  
年月日、加入月数等 

閲覧・確証できる内容  ●過去すべての1芝生年金の標き相計月額  
及び国民年金の保険料納付状況（納付 
未納、免除等の別 

※平成21年4月から一定期間は、全年㍍  
の被保険者に対して、特定年㌍の方と  
同様の内容を送付  

【50虎以上の方】  

●将来の年金見込額  

【50最末端の方】  

●年金顧の早見表   

176．339件  327件  
929，741件  

利用件数  
〔 

ユ】ザ】D■パス 〕  
（平成18年度 （平成18年度）  

※ 平成19年12月～平成20年10月目途の間は、全ての年金受給者及び被保険者に対して、加入期間及び加入履歴を通知する「ねんきん特別便」を送付。  

現行の医療貴通知等について  

＼ 己  

医療費通知   レセプト（診療報酬明細書等）開示   
特定健診等の結果に関する情報  

（平成20年4月～）   介護給付費通知   
＼  ＼  

情報提供主体   医療保険者   医療保険者   医療保険者   介護保険者   

個人信幸摂の保；曇に蘭寸る法l車第25史  

閲覧一通知に係 る根拠法令  厚生労働省通知 等   行穀機爾の保毒する怪人情報の保撞に関する法4靂第14突 独立行淡法人等の保有するt召人憎雪琵の俣言蚤に関する法律第14条  

地方公共団体の個人情報保と筆条例  
厚生労働省通知   

揮懐廟保険加入者  

医療保険加入者のうち   ②丼が未成年又は成年披後見人の場合にお   40歳以上74歳以下の   介護保険被保険者のうち  

対象者      ける法定代理人 せ被保険者が死亡している場合は、その遺族        保険診療（調剤）を受けた者  医療保険加入者   サービスを受給している者   

毒  

保険者から通知   保険者に対してレセプト開示を請求   保険者から通知  
（頻度は保険者ごとに異なる）  

確認・閲覧方法  
とその頻度  

・診療報酬明細嵩等開示請求書  

還憲野漂謂 
保険者又は実施機関からの通知等  

〕  

介護給付費通知を実施している市町村  
・閲示謂求をされる方の本人確認ができる書類  の数は、全体の約50qも：平成18年度）＝  

平成22年度末までに実施率を100％  
とすることを馴乳   

内容は保険者ごとに異なる  開示請求（依頼）をしたレセプト   特定健診等の内容   内容は保険者二とに異なる  

〈例〉  なお、一般的な記載内容は以下のとおリ  

・該当期間にかかった医醸費の  
確認・閲覧  

・自覚症状及び他覚症状の有無の検査結果  ・サービス利用月  

・昆箕往歴の調査結果  できる内容  ・受診した医療機関名称  ・血液検査結果く肝機能・脂質・血糖）   ・サービスの種類  
・区分（入院又は通院日数）  ・尿検査結果  ・サービス利用日敷く回数）  

・特定保健指導lこ関する記富貴等  ・サービス費用総額  
・利用者負担額等   

利用件数   2．811万件   6．172件  
（平成18年度）   （i取管健保）   （取管艇保〕  

保険者数817  




